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株主の皆さまへ
　株主の皆さまには、日頃より格別のご高配を賜り、
厚く御礼申し上げます。
　　昨年4月、私は社長就任と同時に、「2050年カーボン
ニュートラル」と「2050年に全世界でHondaの二輪、
四輪製品が関与する交通事故死者ゼロ」の実現という
新たな目標を掲げ、その実現に必要な体制をつくって
きました。現在、この枠組みをもとに二輪車、四輪車、
パワープロダクツの各領域でより具体的な取り組みを
進めています。
　カーボンニュートラル実現のカギとなる電動化に
ついては、今年4月に四輪事業、そして9月には二輪事
業に関して取り組みの方向性を発表しましたが、重要な
ことは、電動化はあくまでカーボンニュートラル実現に
向けた手段の１つであり、「カーボンニュートラル」は常に
「クリーンエネルギー」「リソースサーキュレーション」と
セットで語られなければならないということです。そこ
で今回の特集では、まずは製品だけでなく企業活動を
含めたライフサイクルでの環境負荷ゼロを目指す方向
性をお伝えし、その上で、四輪車、二輪車の電動化戦
略の進捗状況についてご説明をさせていただくことと
しました。Hondaならではの環境への取り組みにご理解
をいただければ幸いです。
　　2022年度第２四半期累計の連結経営成績は、半導
体供給不足の影響による四輪車生産・販売台数の減
少や、原材料価格高騰の影響などはあったものの、商
品価値向上に見合う値付けやインセンティブの削減に
加え、二輪車販売台数の増加、為替影響などにより、営
業利益は前年同期にくらべ112億円増益の4，534億円
となりました。また、親会社の所有者に帰属する四半期
利益は、主に国内関連会社における持分法による投資
利益の減少などにより、3，385億円となりました。

　2022年度の連結業績見通しは、四輪車販売台数の
減少影響に加え、コストの上昇圧力も続くと予想されま
すが、インド・ベトナムなどでの二輪車販売台数の増
加を含むさらなる収益改善努力や足元の為替影響を
反映し、営業利益は前回見通し※から400億円増益の
8，700億円に上方修正しました。また、親会社の所有者
に帰属する当期利益は、前回見通しから150億円増益
の7，250億円としました。
　2022年度の中間配当金は１株当たり60円としました。
なお、年間配当金の見通しは120円と、前回公表から
変更ありません。
　　前号の株主通信で私は、電動化への取り組みの難
しさについて「クルマを走らせながらタイヤを替える」と
いう表現でお話しさせていただきました。様々なリスク
や課題に対処しながらしっかりと事業を推進し、同時
に事業そのものを新しいビジネスモデルに変えていく。
その難易度は相当高いものになりますが、2050年の
環境・安全目標の実現と、Hondaらしい新しい価値
の創造に向けて、従業員一人ひとりが既存の価値にと
らわれずに、力一杯チャレンジすることができるよう、
舵を取ってまいります。
　　来年、Hondaは創業75周年という節目の年を迎えま
す。目標実現に向けて着実に前進し、変化の速い世界を
リードしていくことで、Hondaはこれからも社会から
「存在を期待される企業」であり続けたいと考えています。
　株主の皆さまにおかれましては、進化を続けるHonda
に変わらぬご指導ご支援を賜りますよう、よろしくお願い
申し上げます。

2022年12月

取締役
代表執行役社長

※2022年8月10日公表01 02
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であるインドでは一部で電動車の人気が高まってきて
います。しかし、各国・地域のお客さまの利便性、ニー
ズ、電動インフラ環境や各国政府の方針といった二輪
事業ならではの特性を踏まえ、電動車の投入をカーボ
ンニュートラル実現の中心として取り組みを加速しつ
つ、内燃機関の進化によるCO２排出量削減にも継続
的に取り組み、2040年代にカーボンフリー製品100％
を目指すこととしました。
　
電動二輪車の拡大戦略
　
　電動二輪車の拡大に向けては、今後5年以内に100
万台、2030年には販売構成比の約15％にあたる年間
350万台レベルの販売を目指します。
　ビジネスユースでは、小口配送との親和性が高く、
航続距離や充電時間といった電動車普及の課題解決
にもなる交換式バッテリー「Honda Mobile Power 
Pack」を搭載した「Honda e: ビジネスバイク」シリー
ズを展開しており、日本郵便やベトナムポスト※4の配達
用に活用いただいています。またタイランドポスト※5とも
共同実証を開始し、タイでは今年9月に「BENLY e:」

Hondaは、意志を持って動き出そうとしている世界中の人 を々支える原動力であり続けるために、
自由な移動の喜びを、環境負荷ゼロで実現していきたいと考えています。
今回の特集では、環境負荷ゼロの循環型社会実現に向けた基本的なコンセプト、ならびにこれを実現するために
重要な手段の１つであるカーボンニュートラルの実現に向けた取り組みの進捗状況について、
取締役 執行役専務の青山真二よりお話しします。
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環境負荷ゼロに向けた
Triple Action to ZEROの取り組み
　
　Hondaは2050年環境負荷ゼロの循環型社会実現
を目指し、取り組みの柱となるコンセプトを「Triple 
Action to ZERO」と定めています。これは、Hondaの
関わるすべての製品と企業活動を通じて二酸化炭素
(CO２)排出量を実質ゼロにする「カーボンニュートラ
ル」、製品使用時と企業活動時のすべてでカーボンフ
リーエネルギーを活用する「クリーンエネルギー」、そし
て、環境負荷のない持続可能な資源の使用率100％を
目指す「リソースサーキュレーション」の3つから構成され
ています。これら３つの柱は常にセットであり、この中の
どれか1つが欠けても、環境負荷ゼロの実現は難しいと
いう考え方で、多岐にわたる取り組みを行っています。

　
「Honda eMaaS」で描く未来の社会
　
　「Honda eMaaS※1」は、クリーンな再生可能エネル
ギー（以下、「再エネ」と表記）であらゆるモビリティサー
ビスを提供する社会を構想しています。
　太陽光発電や風力発電などの再エネは、天候や気
候、日照時間など、どうしても自然に左右される要素が
強くなります。そこで、再エネを比較的安定的に確保し
ていく手段の1つとして、充電された電動バッテリーや
燃料電池を積んだモビリティが、蓄電池として余剰電
力を蓄えたり、不足しているところに電力を供給する
仕組みを考えました。これであれば、家庭内での利用
や屋外レジャー、災害時には非常用電源としても活用
することができます。このように、電動モビリティ同士、
また電動モビリティとエネルギーサービスをつなぐこ
とによって、自社が持つ多様な領域の製品群を電力
ネットワークの一部として機能させることができるよう
になります。
　環境負荷ゼロの循環型社会の実現に向けては、
エネルギーの「マルチパスウェイ（複数の経路）」と
いう考え方が重要です。Hondaは、①電気の循環

（電気サイクル）、②水素の循環（水素サイクル）、③
カーボンの循環（カーボンサイクル）の3つを軸とし
ています。バイクやクルマは再生可能エネルギーを
そのまま使えて経済性もある電気で動かす。水素
は、燃料電池を使って、より大きなエネルギーが必
要な長距離移動やトラックに使う。さらに出力が必
要な飛行機などを動かすには、CO2を資源とした
カーボンニュートラル燃料を活用する。こういった考
え方です。

企業活動時と製品使用時のすべてをクリーンエネル
ギーでまかなえるようにしなければなりません。さら
に、製品の材料の確保から生産、回収、解体、そして
材料に戻して再利用するまでのライフサイクル全体
でCO2を出さないという観点も必要です。クルマの
フレームに、電炉製鋼材やアルミなど製造時のCO2

排出量が少ない材料やリサイクルしやすい材料を使
う。解体しやすい設計にする技術や、バッテリーの高
効率なリサイクル方法を確立する。こういった3R※2の
フレームワークをつくることも併せ、トータルで「モビ
リティの電動化」を進めていく必要があると捉えてい
ます。
　
材料やバッテリーの
安定調達に向けた取り組み
　
　環境負荷ゼロ実現に向けては、モビリティの電動化
に加え、材料やバッテリーの安定調達も大きな課題と

なっています。2030年までにグローバルで30車種、年
間200万台以上の四輪EVの生産を目指すHondaも、
同様の課題に直面しています。
　Hondaは、2020年代後半にかけては、主要市場
ごとの市場特性に合わせたEVを投入するとともに、
液体リチウムイオンバッテリーを地産地消で調達し
ます。
　北米では、2018年から電動化分野で提携を行って
きたゼネラルモーターズ（GM）との関係を強化してお
り、同社が開発したEVプラットフォームに「アルティウ
ム」バッテリーを搭 載したHonda「プロローグ」と
Acura「ZDX」の2機種の販売を、2024年から始めま
す。さらにLGエナジーソリューションとも提携し、2025
年中に同社と合弁で生産する工場でバッテリーの量産
を開始し、北米で生産販売するHondaやAcuraのモ
デルに搭載していくこととしました。
　中国では、他地域に先行してEVが普及している
市場の特性を生かし、現地で独自に「e:N」シリーズ
の機種開発を行います。その皮切りとして、今春に
東 風Hondaからe:NS1、広 汽Hondaからe:NP1
を発売しました。「e:N」シリーズ用のバッテリーにつ
いては、2020年から協業してきたCATL※3とのパー
トナーシップを強化したほか、従来東風Hondaと
広汽Hondaが個別にCATLからバッテリーを調達
していたところを、2022年9月、新たに合弁会社を
設立し調達を一本化することで効率を高め、中国国
内でのEV用バッテリー調達体制を盤石なものとし
ます。
　なお、バッテリー生産に欠かせないニッケル、コバル
ト、リチウムといったレアメタルの安定調達に向けて

は、今年8月、資源調達に強みを持つ大手商社の阪和
興業株式会社と戦略的パートナーシップを締結し、中
長期的な材料確保の道筋をつけたところです。
　2020年代後半以降は、「グローバル視点でベスト」
な四輪EVへの展開に進化していきます。特に、独自
に進めている全固体電池は、量産を見据え開発を加
速させ、その技術の手の内化を目指します。次世代
バッテリーである全固体電池は、リチウムイオン電池
にくらべ薄型化、小型化、耐久性の向上が可能であ
り、航続距離が長くコストダウンも図ることができれ
ば、お客さまや社会の要請にもお応えできるものと考
えています。

　
二輪事業における
カーボンニュートラルに向けた取り組み
　
　2050年カーボンニュートラル実現に向けての歩み
は、当然二輪車の領域でも加速させていかなければ
なりません。しかし現実には、電動化をスムーズに進め
られる国や地域ばかりではないことも事実です。特に
新興国で二輪車は人々の生活に欠かせないライフライ
ンであり、丈夫な製品を手の届きやすい価格でお客さ
まにお届けすることが重要です。電動化によって価格
が上がったり、充電インフラ環境が不安定になったり
すれば、それは「お客さまの求めるバイク」ではなくな
ります。
　昨今、インド、タイ、インドネシアなどの新興国でも電
動化の政府目標が発信され、世界最大の二輪車市場

環境負荷ゼロで人々に
「自由な移動の喜び」を提供する

特集：社会から「存在を期待される企業」であり続けるために 　
Triple Action to ZEROにおける
モビリティ電動化の位置づけ
　
　Hondaの製品ライフサイクルのCO2 排出量は、「製
品使用時」が全体の約8割を占めています。このため私
たちはこれまで、内燃機関の効率向上、環境革新技術
の適用やエネルギーの多様化、再エネの活用といった
技術の向上に取り組んできましたが、さらなるCO2排
出削減に向け、2030年における電動製品の販売比率
目標を、二輪車で15%、四輪車で30%、パワープロダク
ツで36%と定め、現在、商品ラインアップの拡大、拡充
を加速させています。
　モビリティの電動化はカーボンニュートラル達成
の重要な1ピースではありますが、単純に動力源をエ
ンジンからバッテリーに置き換えればよいという話で
はありません。電動モビリティを製造する過程や実際
に走らせる際に排出されるCO2を削減するために、

※1 Honda energy Mobility as a Serviceの頭文字を結び付けた造語。人々に自由な移動を提供するとともに、再生可能エネルギーの拡大に貢献するコンセプト

ス事業を進めています。インドネシア・バリ島での事
業展開を皮切りに、インドで現地法人を設立、バッテ
リー交換ステーションを設置し、電動三輪タクシー（リ
キシャ）向けにバッテリー交換サービスを行っていま
す。また日本でも株式会社Gachacoを設立※7し、今
年10月からバッテリー交換ステーションの稼働を開始
しました。さらに、安全で利便性の高い交換式バッテ
リーを普及させるための規格化活動にも積極的に参
加しており、日本では国内の二輪車4メーカー※8で共
通仕様に合意したほか、欧州やインドでも規格共通化
を推進しています。
　このように、二輪車においても、世界トップメーカーと
してカーボンニュートラル実現への取り組みを着実に
進め、これまで提供してきた価値とはまた違った、「環
境負荷ゼロ社会にふさわしいバイク」の価値や喜びを
皆さまに提供していきます。
　Hondaの強みは、Hondaの持つ他の事業や他の
製品の研究開発の過程で培った先進技術を相互に活
用し、総合力を発揮できるところにあります。また二輪
事業においては、高効率なプラットフォーム設計やグ

ローバルのサプライ
チェーンの構築によ
り、お客さまのニーズ
に応える幅広いライ
ンアップを、スケール
メリットを生かして手
ごろな価格設定でお
届けしてきた経験も
あります。これまで
培ってきた高効率な

ものづくりを進化させ、これを電動二輪車の開発、生産
にも生かすことで、高い収益体質を維持することがで
きると考えています。

　
環境負荷ゼロ実現に向けた
これからのHondaの歩み
　
　地球規模で気候変動問題への取り組みが進んでい
る今、国、自治体、企業、個人のそれぞれに、地球と人類
の未来を守るために果たさなければならない役割や責
任が問われています。Hondaが掲げる「バリューチェー
ン全体を見据え、ライフサイクル視点で環境負荷ゼロ
の循環型社会を目指す」という目標も、私たちが持続
可能な社会へと世の中を変え、移動の喜びをより多く
の皆さまにお届けしていくために、やり遂げるべき使命
だと考えています。
　Hondaはこれまでも、時代時代の社会課題の解決
にいち早く取り組み、実現してきました。そして今、世界
中で二輪車、四輪車、パワープロダクツで約3,000万
人のお客さまに商品をお届けしています。私たちが持
つ様々な製品を連鎖させ、従来の延長線上にない新
たな発想でより一層大きな価値をお客さまと社会に提
供することによって、Hondaはこれからも「存在を期
待される企業」であり続けるよう取り組みを進めてま
いります。
　株主の皆さまにおかれましては、環境のトップラン
ナーとなるべく挑戦を続けるHondaに、ぜひご期待
ください。

環境側面の重要課題への取り組みの詳細は
「サステナビリティレポート」の
「環境」の項目をご覧ください

本田技研工業株式会社　取締役 執行役専務　青山真二

の生産を開始するなど、海外展開を加速させています。
　一方、パーソナル領域では、2024年から2025年にコ
ミューターEVをアジア・欧州・日本で2モデル、2024
年までにコミューター EB（電動自転車）／ EM（電動モ
ペット）※6を5モ デ ル、そして 大 型 のFUN EVで は
2024年から2025年までに日本・米国・欧州に３モデ
ルなど、2025年までにコミューターとFUNモデルの合
計で10モデル以上を投入する計画です。
　なお、大きなバッテリーを搭載すると走行距離や乗
り心地などの利便性に影響が出てしまうという二輪車
の課題には、エネルギー密度が高くコンパクトな全固
体電池の採用も有効な選択肢の１つと考えています。
Honda全社での取り組みと連動させながら、四輪車
だけでなく、将来的には二輪車への導入も検討してい
きます。
　
バッテリーサービスの
普及拡大を推進する取り組み
　
　電動二輪車の普及にあたって重要となる充電イン
フラの拡充に向けては、バッテリーシェアリングサービ
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であるインドでは一部で電動車の人気が高まってきて
います。しかし、各国・地域のお客さまの利便性、ニー
ズ、電動インフラ環境や各国政府の方針といった二輪
事業ならではの特性を踏まえ、電動車の投入をカーボ
ンニュートラル実現の中心として取り組みを加速しつ
つ、内燃機関の進化によるCO２排出量削減にも継続
的に取り組み、2040年代にカーボンフリー製品100％
を目指すこととしました。
　
電動二輪車の拡大戦略
　
　電動二輪車の拡大に向けては、今後5年以内に100
万台、2030年には販売構成比の約15％にあたる年間
350万台レベルの販売を目指します。
　ビジネスユースでは、小口配送との親和性が高く、
航続距離や充電時間といった電動車普及の課題解決
にもなる交換式バッテリー「Honda Mobile Power 
Pack」を搭載した「Honda e: ビジネスバイク」シリー
ズを展開しており、日本郵便やベトナムポスト※4の配達
用に活用いただいています。またタイランドポスト※5とも
共同実証を開始し、タイでは今年9月に「BENLY e:」

Hondaは、意志を持って動き出そうとしている世界中の人 を々支える原動力であり続けるために、
自由な移動の喜びを、環境負荷ゼロで実現していきたいと考えています。
今回の特集では、環境負荷ゼロの循環型社会実現に向けた基本的なコンセプト、ならびにこれを実現するために
重要な手段の１つであるカーボンニュートラルの実現に向けた取り組みの進捗状況について、
取締役 執行役専務の青山真二よりお話しします。

Hondaは、意志を持って動き出そうとしている世界中の人 を々支える原動力であり続けるために、
自由な移動の喜びを、環境負荷ゼロで実現していきたいと考えています。
今回の特集では、環境負荷ゼロの循環型社会実現に向けた基本的なコンセプト、ならびにこれを実現するために
重要な手段の１つであるカーボンニュートラルの実現に向けた取り組みの進捗状況について、
取締役 執行役専務の青山真二よりお話しします。

　
環境負荷ゼロに向けた
Triple Action to ZEROの取り組み
　
　Hondaは2050年環境負荷ゼロの循環型社会実現
を目指し、取り組みの柱となるコンセプトを「Triple 
Action to ZERO」と定めています。これは、Hondaの
関わるすべての製品と企業活動を通じて二酸化炭素
(CO２)排出量を実質ゼロにする「カーボンニュートラ
ル」、製品使用時と企業活動時のすべてでカーボンフ
リーエネルギーを活用する「クリーンエネルギー」、そし
て、環境負荷のない持続可能な資源の使用率100％を
目指す「リソースサーキュレーション」の3つから構成され
ています。これら３つの柱は常にセットであり、この中の
どれか1つが欠けても、環境負荷ゼロの実現は難しいと
いう考え方で、多岐にわたる取り組みを行っています。

　
「Honda eMaaS」で描く未来の社会
　
　「Honda eMaaS※1」は、クリーンな再生可能エネル
ギー（以下、「再エネ」と表記）であらゆるモビリティサー
ビスを提供する社会を構想しています。
　太陽光発電や風力発電などの再エネは、天候や気
候、日照時間など、どうしても自然に左右される要素が
強くなります。そこで、再エネを比較的安定的に確保し
ていく手段の1つとして、充電された電動バッテリーや
燃料電池を積んだモビリティが、蓄電池として余剰電
力を蓄えたり、不足しているところに電力を供給する
仕組みを考えました。これであれば、家庭内での利用
や屋外レジャー、災害時には非常用電源としても活用
することができます。このように、電動モビリティ同士、
また電動モビリティとエネルギーサービスをつなぐこ
とによって、自社が持つ多様な領域の製品群を電力
ネットワークの一部として機能させることができるよう
になります。
　環境負荷ゼロの循環型社会の実現に向けては、
エネルギーの「マルチパスウェイ（複数の経路）」と
いう考え方が重要です。Hondaは、①電気の循環

（電気サイクル）、②水素の循環（水素サイクル）、③
カーボンの循環（カーボンサイクル）の3つを軸とし
ています。バイクやクルマは再生可能エネルギーを
そのまま使えて経済性もある電気で動かす。水素
は、燃料電池を使って、より大きなエネルギーが必
要な長距離移動やトラックに使う。さらに出力が必
要な飛行機などを動かすには、CO2を資源とした
カーボンニュートラル燃料を活用する。こういった考
え方です。

企業活動時と製品使用時のすべてをクリーンエネル
ギーでまかなえるようにしなければなりません。さら
に、製品の材料の確保から生産、回収、解体、そして
材料に戻して再利用するまでのライフサイクル全体
でCO2を出さないという観点も必要です。クルマの
フレームに、電炉製鋼材やアルミなど製造時のCO2

排出量が少ない材料やリサイクルしやすい材料を使
う。解体しやすい設計にする技術や、バッテリーの高
効率なリサイクル方法を確立する。こういった3R※2の
フレームワークをつくることも併せ、トータルで「モビ
リティの電動化」を進めていく必要があると捉えてい
ます。
　
材料やバッテリーの
安定調達に向けた取り組み
　
　環境負荷ゼロ実現に向けては、モビリティの電動化
に加え、材料やバッテリーの安定調達も大きな課題と

なっています。2030年までにグローバルで30車種、年
間200万台以上の四輪EVの生産を目指すHondaも、
同様の課題に直面しています。
　Hondaは、2020年代後半にかけては、主要市場
ごとの市場特性に合わせたEVを投入するとともに、
液体リチウムイオンバッテリーを地産地消で調達し
ます。
　北米では、2018年から電動化分野で提携を行って
きたゼネラルモーターズ（GM）との関係を強化してお
り、同社が開発したEVプラットフォームに「アルティウ
ム」バッテリーを搭 載したHonda「プロローグ」と
Acura「ZDX」の2機種の販売を、2024年から始めま
す。さらにLGエナジーソリューションとも提携し、2025
年中に同社と合弁で生産する工場でバッテリーの量産
を開始し、北米で生産販売するHondaやAcuraのモ
デルに搭載していくこととしました。
　中国では、他地域に先行してEVが普及している
市場の特性を生かし、現地で独自に「e:N」シリーズ
の機種開発を行います。その皮切りとして、今春に
東 風Hondaからe:NS1、広 汽Hondaからe:NP1
を発売しました。「e:N」シリーズ用のバッテリーにつ
いては、2020年から協業してきたCATL※3とのパー
トナーシップを強化したほか、従来東風Hondaと
広汽Hondaが個別にCATLからバッテリーを調達
していたところを、2022年9月、新たに合弁会社を
設立し調達を一本化することで効率を高め、中国国
内でのEV用バッテリー調達体制を盤石なものとし
ます。
　なお、バッテリー生産に欠かせないニッケル、コバル
ト、リチウムといったレアメタルの安定調達に向けて

は、今年8月、資源調達に強みを持つ大手商社の阪和
興業株式会社と戦略的パートナーシップを締結し、中
長期的な材料確保の道筋をつけたところです。
　2020年代後半以降は、「グローバル視点でベスト」
な四輪EVへの展開に進化していきます。特に、独自
に進めている全固体電池は、量産を見据え開発を加
速させ、その技術の手の内化を目指します。次世代
バッテリーである全固体電池は、リチウムイオン電池
にくらべ薄型化、小型化、耐久性の向上が可能であ
り、航続距離が長くコストダウンも図ることができれ
ば、お客さまや社会の要請にもお応えできるものと考
えています。

　
二輪事業における
カーボンニュートラルに向けた取り組み
　
　2050年カーボンニュートラル実現に向けての歩み
は、当然二輪車の領域でも加速させていかなければ
なりません。しかし現実には、電動化をスムーズに進め
られる国や地域ばかりではないことも事実です。特に
新興国で二輪車は人々の生活に欠かせないライフライ
ンであり、丈夫な製品を手の届きやすい価格でお客さ
まにお届けすることが重要です。電動化によって価格
が上がったり、充電インフラ環境が不安定になったり
すれば、それは「お客さまの求めるバイク」ではなくな
ります。
　昨今、インド、タイ、インドネシアなどの新興国でも電
動化の政府目標が発信され、世界最大の二輪車市場

環境負荷ゼロで人々に
「自由な移動の喜び」を提供する

特集：社会から「存在を期待される企業」であり続けるために 　
Triple Action to ZEROにおける
モビリティ電動化の位置づけ
　
　Hondaの製品ライフサイクルのCO2 排出量は、「製
品使用時」が全体の約8割を占めています。このため私
たちはこれまで、内燃機関の効率向上、環境革新技術
の適用やエネルギーの多様化、再エネの活用といった
技術の向上に取り組んできましたが、さらなるCO2排
出削減に向け、2030年における電動製品の販売比率
目標を、二輪車で15%、四輪車で30%、パワープロダク
ツで36%と定め、現在、商品ラインアップの拡大、拡充
を加速させています。
　モビリティの電動化はカーボンニュートラル達成
の重要な1ピースではありますが、単純に動力源をエ
ンジンからバッテリーに置き換えればよいという話で
はありません。電動モビリティを製造する過程や実際
に走らせる際に排出されるCO2を削減するために、

※1 Honda energy Mobility as a Serviceの頭文字を結び付けた造語。人々に自由な移動を提供するとともに、再生可能エネルギーの拡大に貢献するコンセプト

ス事業を進めています。インドネシア・バリ島での事
業展開を皮切りに、インドで現地法人を設立、バッテ
リー交換ステーションを設置し、電動三輪タクシー（リ
キシャ）向けにバッテリー交換サービスを行っていま
す。また日本でも株式会社Gachacoを設立※7し、今
年10月からバッテリー交換ステーションの稼働を開始
しました。さらに、安全で利便性の高い交換式バッテ
リーを普及させるための規格化活動にも積極的に参
加しており、日本では国内の二輪車4メーカー※8で共
通仕様に合意したほか、欧州やインドでも規格共通化
を推進しています。
　このように、二輪車においても、世界トップメーカーと
してカーボンニュートラル実現への取り組みを着実に
進め、これまで提供してきた価値とはまた違った、「環
境負荷ゼロ社会にふさわしいバイク」の価値や喜びを
皆さまに提供していきます。
　Hondaの強みは、Hondaの持つ他の事業や他の
製品の研究開発の過程で培った先進技術を相互に活
用し、総合力を発揮できるところにあります。また二輪
事業においては、高効率なプラットフォーム設計やグ

ローバルのサプライ
チェーンの構築によ
り、お客さまのニーズ
に応える幅広いライ
ンアップを、スケール
メリットを生かして手
ごろな価格設定でお
届けしてきた経験も
あります。これまで
培ってきた高効率な

ものづくりを進化させ、これを電動二輪車の開発、生産
にも生かすことで、高い収益体質を維持することがで
きると考えています。

　
環境負荷ゼロ実現に向けた
これからのHondaの歩み
　
　地球規模で気候変動問題への取り組みが進んでい
る今、国、自治体、企業、個人のそれぞれに、地球と人類
の未来を守るために果たさなければならない役割や責
任が問われています。Hondaが掲げる「バリューチェー
ン全体を見据え、ライフサイクル視点で環境負荷ゼロ
の循環型社会を目指す」という目標も、私たちが持続
可能な社会へと世の中を変え、移動の喜びをより多く
の皆さまにお届けしていくために、やり遂げるべき使命
だと考えています。
　Hondaはこれまでも、時代時代の社会課題の解決
にいち早く取り組み、実現してきました。そして今、世界
中で二輪車、四輪車、パワープロダクツで約3,000万
人のお客さまに商品をお届けしています。私たちが持
つ様々な製品を連鎖させ、従来の延長線上にない新
たな発想でより一層大きな価値をお客さまと社会に提
供することによって、Hondaはこれからも「存在を期
待される企業」であり続けるよう取り組みを進めてま
いります。
　株主の皆さまにおかれましては、環境のトップラン
ナーとなるべく挑戦を続けるHondaに、ぜひご期待
ください。

環境側面の重要課題への取り組みの詳細は
「サステナビリティレポート」の
「環境」の項目をご覧ください

本田技研工業株式会社　取締役 執行役専務　青山真二

の生産を開始するなど、海外展開を加速させています。
　一方、パーソナル領域では、2024年から2025年にコ
ミューターEVをアジア・欧州・日本で2モデル、2024
年までにコミューター EB（電動自転車）／ EM（電動モ
ペット）※6を5モ デ ル、そして 大 型 のFUN EVで は
2024年から2025年までに日本・米国・欧州に３モデ
ルなど、2025年までにコミューターとFUNモデルの合
計で10モデル以上を投入する計画です。
　なお、大きなバッテリーを搭載すると走行距離や乗
り心地などの利便性に影響が出てしまうという二輪車
の課題には、エネルギー密度が高くコンパクトな全固
体電池の採用も有効な選択肢の１つと考えています。
Honda全社での取り組みと連動させながら、四輪車
だけでなく、将来的には二輪車への導入も検討してい
きます。
　
バッテリーサービスの
普及拡大を推進する取り組み
　
　電動二輪車の普及にあたって重要となる充電イン
フラの拡充に向けては、バッテリーシェアリングサービ
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であるインドでは一部で電動車の人気が高まってきて
います。しかし、各国・地域のお客さまの利便性、ニー
ズ、電動インフラ環境や各国政府の方針といった二輪
事業ならではの特性を踏まえ、電動車の投入をカーボ
ンニュートラル実現の中心として取り組みを加速しつ
つ、内燃機関の進化によるCO２排出量削減にも継続
的に取り組み、2040年代にカーボンフリー製品100％
を目指すこととしました。
　
電動二輪車の拡大戦略
　
　電動二輪車の拡大に向けては、今後5年以内に100
万台、2030年には販売構成比の約15％にあたる年間
350万台レベルの販売を目指します。
　ビジネスユースでは、小口配送との親和性が高く、
航続距離や充電時間といった電動車普及の課題解決
にもなる交換式バッテリー「Honda Mobile Power 
Pack」を搭載した「Honda e: ビジネスバイク」シリー
ズを展開しており、日本郵便やベトナムポスト※4の配達
用に活用いただいています。またタイランドポスト※5とも
共同実証を開始し、タイでは今年9月に「BENLY e:」

　
環境負荷ゼロに向けた
Triple Action to ZEROの取り組み
　
　Hondaは2050年環境負荷ゼロの循環型社会実現
を目指し、取り組みの柱となるコンセプトを「Triple 
Action to ZERO」と定めています。これは、Hondaの
関わるすべての製品と企業活動を通じて二酸化炭素
(CO２)排出量を実質ゼロにする「カーボンニュートラ
ル」、製品使用時と企業活動時のすべてでカーボンフ
リーエネルギーを活用する「クリーンエネルギー」、そし
て、環境負荷のない持続可能な資源の使用率100％を
目指す「リソースサーキュレーション」の3つから構成され
ています。これら３つの柱は常にセットであり、この中の
どれか1つが欠けても、環境負荷ゼロの実現は難しいと
いう考え方で、多岐にわたる取り組みを行っています。

　
「Honda eMaaS」で描く未来の社会
　
　「Honda eMaaS※1」は、クリーンな再生可能エネル
ギー（以下、「再エネ」と表記）であらゆるモビリティサー
ビスを提供する社会を構想しています。
　太陽光発電や風力発電などの再エネは、天候や気
候、日照時間など、どうしても自然に左右される要素が
強くなります。そこで、再エネを比較的安定的に確保し
ていく手段の1つとして、充電された電動バッテリーや
燃料電池を積んだモビリティが、蓄電池として余剰電
力を蓄えたり、不足しているところに電力を供給する
仕組みを考えました。これであれば、家庭内での利用
や屋外レジャー、災害時には非常用電源としても活用
することができます。このように、電動モビリティ同士、
また電動モビリティとエネルギーサービスをつなぐこ
とによって、自社が持つ多様な領域の製品群を電力
ネットワークの一部として機能させることができるよう
になります。
　環境負荷ゼロの循環型社会の実現に向けては、
エネルギーの「マルチパスウェイ（複数の経路）」と
いう考え方が重要です。Hondaは、①電気の循環

（電気サイクル）、②水素の循環（水素サイクル）、③
カーボンの循環（カーボンサイクル）の3つを軸とし
ています。バイクやクルマは再生可能エネルギーを
そのまま使えて経済性もある電気で動かす。水素
は、燃料電池を使って、より大きなエネルギーが必
要な長距離移動やトラックに使う。さらに出力が必
要な飛行機などを動かすには、CO2を資源とした
カーボンニュートラル燃料を活用する。こういった考
え方です。

企業活動時と製品使用時のすべてをクリーンエネル
ギーでまかなえるようにしなければなりません。さら
に、製品の材料の確保から生産、回収、解体、そして
材料に戻して再利用するまでのライフサイクル全体
でCO2を出さないという観点も必要です。クルマの
フレームに、電炉製鋼材やアルミなど製造時のCO2

排出量が少ない材料やリサイクルしやすい材料を使
う。解体しやすい設計にする技術や、バッテリーの高
効率なリサイクル方法を確立する。こういった3R※2の
フレームワークをつくることも併せ、トータルで「モビ
リティの電動化」を進めていく必要があると捉えてい
ます。
　
材料やバッテリーの
安定調達に向けた取り組み
　
　環境負荷ゼロ実現に向けては、モビリティの電動化
に加え、材料やバッテリーの安定調達も大きな課題と

なっています。2030年までにグローバルで30車種、年
間200万台以上の四輪EVの生産を目指すHondaも、
同様の課題に直面しています。
　Hondaは、2020年代後半にかけては、主要市場
ごとの市場特性に合わせたEVを投入するとともに、
液体リチウムイオンバッテリーを地産地消で調達し
ます。
　北米では、2018年から電動化分野で提携を行って
きたゼネラルモーターズ（GM）との関係を強化してお
り、同社が開発したEVプラットフォームに「アルティウ
ム」バッテリーを搭 載したHonda「プロローグ」と
Acura「ZDX」の2機種の販売を、2024年から始めま
す。さらにLGエナジーソリューションとも提携し、2025
年中に同社と合弁で生産する工場でバッテリーの量産
を開始し、北米で生産販売するHondaやAcuraのモ
デルに搭載していくこととしました。
　中国では、他地域に先行してEVが普及している
市場の特性を生かし、現地で独自に「e:N」シリーズ
の機種開発を行います。その皮切りとして、今春に
東 風Hondaからe:NS1、広 汽Hondaからe:NP1
を発売しました。「e:N」シリーズ用のバッテリーにつ
いては、2020年から協業してきたCATL※3とのパー
トナーシップを強化したほか、従来東風Hondaと
広汽Hondaが個別にCATLからバッテリーを調達
していたところを、2022年9月、新たに合弁会社を
設立し調達を一本化することで効率を高め、中国国
内でのEV用バッテリー調達体制を盤石なものとし
ます。
　なお、バッテリー生産に欠かせないニッケル、コバル
ト、リチウムといったレアメタルの安定調達に向けて

は、今年8月、資源調達に強みを持つ大手商社の阪和
興業株式会社と戦略的パートナーシップを締結し、中
長期的な材料確保の道筋をつけたところです。
　2020年代後半以降は、「グローバル視点でベスト」
な四輪EVへの展開に進化していきます。特に、独自
に進めている全固体電池は、量産を見据え開発を加
速させ、その技術の手の内化を目指します。次世代
バッテリーである全固体電池は、リチウムイオン電池
にくらべ薄型化、小型化、耐久性の向上が可能であ
り、航続距離が長くコストダウンも図ることができれ
ば、お客さまや社会の要請にもお応えできるものと考
えています。

　
二輪事業における
カーボンニュートラルに向けた取り組み
　
　2050年カーボンニュートラル実現に向けての歩み
は、当然二輪車の領域でも加速させていかなければ
なりません。しかし現実には、電動化をスムーズに進め
られる国や地域ばかりではないことも事実です。特に
新興国で二輪車は人々の生活に欠かせないライフライ
ンであり、丈夫な製品を手の届きやすい価格でお客さ
まにお届けすることが重要です。電動化によって価格
が上がったり、充電インフラ環境が不安定になったり
すれば、それは「お客さまの求めるバイク」ではなくな
ります。
　昨今、インド、タイ、インドネシアなどの新興国でも電
動化の政府目標が発信され、世界最大の二輪車市場

　
Triple Action to ZEROにおける
モビリティ電動化の位置づけ
　
　Hondaの製品ライフサイクルのCO2 排出量は、「製
品使用時」が全体の約8割を占めています。このため私
たちはこれまで、内燃機関の効率向上、環境革新技術
の適用やエネルギーの多様化、再エネの活用といった
技術の向上に取り組んできましたが、さらなるCO2排
出削減に向け、2030年における電動製品の販売比率
目標を、二輪車で15%、四輪車で30%、パワープロダク
ツで36%と定め、現在、商品ラインアップの拡大、拡充
を加速させています。
　モビリティの電動化はカーボンニュートラル達成
の重要な1ピースではありますが、単純に動力源をエ
ンジンからバッテリーに置き換えればよいという話で
はありません。電動モビリティを製造する過程や実際
に走らせる際に排出されるCO2を削減するために、

※2 リデュース、リユース、リサイクル ※3 Contemporary Amperex Technology Co., Ltd. （宁德時代新能源科技股份有限公司）

ス事業を進めています。インドネシア・バリ島での事
業展開を皮切りに、インドで現地法人を設立、バッテ
リー交換ステーションを設置し、電動三輪タクシー（リ
キシャ）向けにバッテリー交換サービスを行っていま
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ローバルのサプライ
チェーンの構築によ
り、お客さまのニーズ
に応える幅広いライ
ンアップを、スケール
メリットを生かして手
ごろな価格設定でお
届けしてきた経験も
あります。これまで
培ってきた高効率な

ものづくりを進化させ、これを電動二輪車の開発、生産
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全固体電池について研究者が語ります
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Honda全社での取り組みと連動させながら、四輪車
だけでなく、将来的には二輪車への導入も検討してい
きます。
　
バッテリーサービスの
普及拡大を推進する取り組み
　
　電動二輪車の普及にあたって重要となる充電イン
フラの拡充に向けては、バッテリーシェアリングサービ

既存事業から新たなフィールドまですべ
てにまたがるHonda製品のパワーユニッ
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であるインドでは一部で電動車の人気が高まってきて
います。しかし、各国・地域のお客さまの利便性、ニー
ズ、電動インフラ環境や各国政府の方針といった二輪
事業ならではの特性を踏まえ、電動車の投入をカーボ
ンニュートラル実現の中心として取り組みを加速しつ
つ、内燃機関の進化によるCO２排出量削減にも継続
的に取り組み、2040年代にカーボンフリー製品100％
を目指すこととしました。
　
電動二輪車の拡大戦略
　
　電動二輪車の拡大に向けては、今後5年以内に100
万台、2030年には販売構成比の約15％にあたる年間
350万台レベルの販売を目指します。
　ビジネスユースでは、小口配送との親和性が高く、
航続距離や充電時間といった電動車普及の課題解決
にもなる交換式バッテリー「Honda Mobile Power 
Pack」を搭載した「Honda e: ビジネスバイク」シリー
ズを展開しており、日本郵便やベトナムポスト※4の配達
用に活用いただいています。またタイランドポスト※5とも
共同実証を開始し、タイでは今年9月に「BENLY e:」

　
環境負荷ゼロに向けた
Triple Action to ZEROの取り組み
　
　Hondaは2050年環境負荷ゼロの循環型社会実現
を目指し、取り組みの柱となるコンセプトを「Triple 
Action to ZERO」と定めています。これは、Hondaの
関わるすべての製品と企業活動を通じて二酸化炭素
(CO２)排出量を実質ゼロにする「カーボンニュートラ
ル」、製品使用時と企業活動時のすべてでカーボンフ
リーエネルギーを活用する「クリーンエネルギー」、そし
て、環境負荷のない持続可能な資源の使用率100％を
目指す「リソースサーキュレーション」の3つから構成され
ています。これら３つの柱は常にセットであり、この中の
どれか1つが欠けても、環境負荷ゼロの実現は難しいと
いう考え方で、多岐にわたる取り組みを行っています。
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に走らせる際に排出されるCO2を削減するために、

※2 リデュース、リユース、リサイクル ※3 Contemporary Amperex Technology Co., Ltd. （宁德時代新能源科技股份有限公司）

ス事業を進めています。インドネシア・バリ島での事
業展開を皮切りに、インドで現地法人を設立、バッテ
リー交換ステーションを設置し、電動三輪タクシー（リ
キシャ）向けにバッテリー交換サービスを行っていま
す。また日本でも株式会社Gachacoを設立※7し、今
年10月からバッテリー交換ステーションの稼働を開始
しました。さらに、安全で利便性の高い交換式バッテ
リーを普及させるための規格化活動にも積極的に参
加しており、日本では国内の二輪車4メーカー※8で共
通仕様に合意したほか、欧州やインドでも規格共通化
を推進しています。
　このように、二輪車においても、世界トップメーカーと
してカーボンニュートラル実現への取り組みを着実に
進め、これまで提供してきた価値とはまた違った、「環
境負荷ゼロ社会にふさわしいバイク」の価値や喜びを
皆さまに提供していきます。
　Hondaの強みは、Hondaの持つ他の事業や他の
製品の研究開発の過程で培った先進技術を相互に活
用し、総合力を発揮できるところにあります。また二輪
事業においては、高効率なプラットフォーム設計やグ

ローバルのサプライ
チェーンの構築によ
り、お客さまのニーズ
に応える幅広いライ
ンアップを、スケール
メリットを生かして手
ごろな価格設定でお
届けしてきた経験も
あります。これまで
培ってきた高効率な

ものづくりを進化させ、これを電動二輪車の開発、生産
にも生かすことで、高い収益体質を維持することがで
きると考えています。

　
環境負荷ゼロ実現に向けた
これからのHondaの歩み
　
　地球規模で気候変動問題への取り組みが進んでい
る今、国、自治体、企業、個人のそれぞれに、地球と人類
の未来を守るために果たさなければならない役割や責
任が問われています。Hondaが掲げる「バリューチェー
ン全体を見据え、ライフサイクル視点で環境負荷ゼロ
の循環型社会を目指す」という目標も、私たちが持続
可能な社会へと世の中を変え、移動の喜びをより多く
の皆さまにお届けしていくために、やり遂げるべき使命
だと考えています。
　Hondaはこれまでも、時代時代の社会課題の解決
にいち早く取り組み、実現してきました。そして今、世界
中で二輪車、四輪車、パワープロダクツで約3,000万
人のお客さまに商品をお届けしています。私たちが持
つ様々な製品を連鎖させ、従来の延長線上にない新
たな発想でより一層大きな価値をお客さまと社会に提
供することによって、Hondaはこれからも「存在を期
待される企業」であり続けるよう取り組みを進めてま
いります。
　株主の皆さまにおかれましては、環境のトップラン
ナーとなるべく挑戦を続けるHondaに、ぜひご期待
ください。

全固体電池について研究者が語ります

の生産を開始するなど、海外展開を加速させています。
　一方、パーソナル領域では、2024年から2025年にコ
ミューターEVをアジア・欧州・日本で2モデル、2024
年までにコミューター EB（電動自転車）／ EM（電動モ
ペット）※6を5モ デ ル、そして 大 型 のFUN EVで は
2024年から2025年までに日本・米国・欧州に３モデ
ルなど、2025年までにコミューターとFUNモデルの合
計で10モデル以上を投入する計画です。
　なお、大きなバッテリーを搭載すると走行距離や乗
り心地などの利便性に影響が出てしまうという二輪車
の課題には、エネルギー密度が高くコンパクトな全固
体電池の採用も有効な選択肢の１つと考えています。
Honda全社での取り組みと連動させながら、四輪車
だけでなく、将来的には二輪車への導入も検討してい
きます。
　
バッテリーサービスの
普及拡大を推進する取り組み
　
　電動二輪車の普及にあたって重要となる充電イン
フラの拡充に向けては、バッテリーシェアリングサービ

既存事業から新たなフィールドまですべ
てにまたがるHonda製品のパワーユニッ
ト開発と、他社製品への外販適合開発

電気・水素・カーボンサイクルを
実現する要素技術研究

バッテリー技術 つかう

燃料電池技術 つかう

ガスタービンハイブリッド技術 つかう

CO2回収・燃料変換技術つくる

水電解技術つくる
再生可能
エネルギー源

充電技術つくる

電気サイクル電気サイクル

水素サイクル水素サイクル

カーボンサイクルカーボンサイクル

CN
燃料

CO2

H2O

H2
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ビジネス用電動二輪車の展開 タイで生産・販売されている
「BENLY e:」

であるインドでは一部で電動車の人気が高まってきて
います。しかし、各国・地域のお客さまの利便性、ニー
ズ、電動インフラ環境や各国政府の方針といった二輪
事業ならではの特性を踏まえ、電動車の投入をカーボ
ンニュートラル実現の中心として取り組みを加速しつ
つ、内燃機関の進化によるCO２排出量削減にも継続
的に取り組み、2040年代にカーボンフリー製品100％
を目指すこととしました。
　
電動二輪車の拡大戦略
　
　電動二輪車の拡大に向けては、今後5年以内に100
万台、2030年には販売構成比の約15％にあたる年間
350万台レベルの販売を目指します。
　ビジネスユースでは、小口配送との親和性が高く、
航続距離や充電時間といった電動車普及の課題解決
にもなる交換式バッテリー「Honda Mobile Power 
Pack」を搭載した「Honda e: ビジネスバイク」シリー
ズを展開しており、日本郵便やベトナムポスト※4の配達
用に活用いただいています。またタイランドポスト※5とも
共同実証を開始し、タイでは今年9月に「BENLY e:」

　
環境負荷ゼロに向けた
Triple Action to ZEROの取り組み
　
　Hondaは2050年環境負荷ゼロの循環型社会実現
を目指し、取り組みの柱となるコンセプトを「Triple 
Action to ZERO」と定めています。これは、Hondaの
関わるすべての製品と企業活動を通じて二酸化炭素
(CO２)排出量を実質ゼロにする「カーボンニュートラ
ル」、製品使用時と企業活動時のすべてでカーボンフ
リーエネルギーを活用する「クリーンエネルギー」、そし
て、環境負荷のない持続可能な資源の使用率100％を
目指す「リソースサーキュレーション」の3つから構成され
ています。これら３つの柱は常にセットであり、この中の
どれか1つが欠けても、環境負荷ゼロの実現は難しいと
いう考え方で、多岐にわたる取り組みを行っています。

　
「Honda eMaaS」で描く未来の社会
　
　「Honda eMaaS※1」は、クリーンな再生可能エネル
ギー（以下、「再エネ」と表記）であらゆるモビリティサー
ビスを提供する社会を構想しています。
　太陽光発電や風力発電などの再エネは、天候や気
候、日照時間など、どうしても自然に左右される要素が
強くなります。そこで、再エネを比較的安定的に確保し
ていく手段の1つとして、充電された電動バッテリーや
燃料電池を積んだモビリティが、蓄電池として余剰電
力を蓄えたり、不足しているところに電力を供給する
仕組みを考えました。これであれば、家庭内での利用
や屋外レジャー、災害時には非常用電源としても活用
することができます。このように、電動モビリティ同士、
また電動モビリティとエネルギーサービスをつなぐこ
とによって、自社が持つ多様な領域の製品群を電力
ネットワークの一部として機能させることができるよう
になります。
　環境負荷ゼロの循環型社会の実現に向けては、
エネルギーの「マルチパスウェイ（複数の経路）」と
いう考え方が重要です。Hondaは、①電気の循環

（電気サイクル）、②水素の循環（水素サイクル）、③
カーボンの循環（カーボンサイクル）の3つを軸とし
ています。バイクやクルマは再生可能エネルギーを
そのまま使えて経済性もある電気で動かす。水素
は、燃料電池を使って、より大きなエネルギーが必
要な長距離移動やトラックに使う。さらに出力が必
要な飛行機などを動かすには、CO2を資源とした
カーボンニュートラル燃料を活用する。こういった考
え方です。

企業活動時と製品使用時のすべてをクリーンエネル
ギーでまかなえるようにしなければなりません。さら
に、製品の材料の確保から生産、回収、解体、そして
材料に戻して再利用するまでのライフサイクル全体
でCO2を出さないという観点も必要です。クルマの
フレームに、電炉製鋼材やアルミなど製造時のCO2

排出量が少ない材料やリサイクルしやすい材料を使
う。解体しやすい設計にする技術や、バッテリーの高
効率なリサイクル方法を確立する。こういった3R※2の
フレームワークをつくることも併せ、トータルで「モビ
リティの電動化」を進めていく必要があると捉えてい
ます。
　
材料やバッテリーの
安定調達に向けた取り組み
　
　環境負荷ゼロ実現に向けては、モビリティの電動化
に加え、材料やバッテリーの安定調達も大きな課題と

なっています。2030年までにグローバルで30車種、年
間200万台以上の四輪EVの生産を目指すHondaも、
同様の課題に直面しています。
　Hondaは、2020年代後半にかけては、主要市場
ごとの市場特性に合わせたEVを投入するとともに、
液体リチウムイオンバッテリーを地産地消で調達し
ます。
　北米では、2018年から電動化分野で提携を行って
きたゼネラルモーターズ（GM）との関係を強化してお
り、同社が開発したEVプラットフォームに「アルティウ
ム」バッテリーを搭 載したHonda「プロローグ」と
Acura「ZDX」の2機種の販売を、2024年から始めま
す。さらにLGエナジーソリューションとも提携し、2025
年中に同社と合弁で生産する工場でバッテリーの量産
を開始し、北米で生産販売するHondaやAcuraのモ
デルに搭載していくこととしました。
　中国では、他地域に先行してEVが普及している
市場の特性を生かし、現地で独自に「e:N」シリーズ
の機種開発を行います。その皮切りとして、今春に
東 風Hondaからe:NS1、広 汽Hondaからe:NP1
を発売しました。「e:N」シリーズ用のバッテリーにつ
いては、2020年から協業してきたCATL※3とのパー
トナーシップを強化したほか、従来東風Hondaと
広汽Hondaが個別にCATLからバッテリーを調達
していたところを、2022年9月、新たに合弁会社を
設立し調達を一本化することで効率を高め、中国国
内でのEV用バッテリー調達体制を盤石なものとし
ます。
　なお、バッテリー生産に欠かせないニッケル、コバル
ト、リチウムといったレアメタルの安定調達に向けて

は、今年8月、資源調達に強みを持つ大手商社の阪和
興業株式会社と戦略的パートナーシップを締結し、中
長期的な材料確保の道筋をつけたところです。
　2020年代後半以降は、「グローバル視点でベスト」
な四輪EVへの展開に進化していきます。特に、独自
に進めている全固体電池は、量産を見据え開発を加
速させ、その技術の手の内化を目指します。次世代
バッテリーである全固体電池は、リチウムイオン電池
にくらべ薄型化、小型化、耐久性の向上が可能であ
り、航続距離が長くコストダウンも図ることができれ
ば、お客さまや社会の要請にもお応えできるものと考
えています。

　
二輪事業における
カーボンニュートラルに向けた取り組み
　
　2050年カーボンニュートラル実現に向けての歩み
は、当然二輪車の領域でも加速させていかなければ
なりません。しかし現実には、電動化をスムーズに進め
られる国や地域ばかりではないことも事実です。特に
新興国で二輪車は人々の生活に欠かせないライフライ
ンであり、丈夫な製品を手の届きやすい価格でお客さ
まにお届けすることが重要です。電動化によって価格
が上がったり、充電インフラ環境が不安定になったり
すれば、それは「お客さまの求めるバイク」ではなくな
ります。
　昨今、インド、タイ、インドネシアなどの新興国でも電
動化の政府目標が発信され、世界最大の二輪車市場

　
Triple Action to ZEROにおける
モビリティ電動化の位置づけ
　
　Hondaの製品ライフサイクルのCO2 排出量は、「製
品使用時」が全体の約8割を占めています。このため私
たちはこれまで、内燃機関の効率向上、環境革新技術
の適用やエネルギーの多様化、再エネの活用といった
技術の向上に取り組んできましたが、さらなるCO2排
出削減に向け、2030年における電動製品の販売比率
目標を、二輪車で15%、四輪車で30%、パワープロダク
ツで36%と定め、現在、商品ラインアップの拡大、拡充
を加速させています。
　モビリティの電動化はカーボンニュートラル達成
の重要な1ピースではありますが、単純に動力源をエ
ンジンからバッテリーに置き換えればよいという話で
はありません。電動モビリティを製造する過程や実際
に走らせる際に排出されるCO2を削減するために、

※4 ベトナムの郵便事業会 社、Vietnam Post Corporation　※5 タイの郵便事業会 社、Thailand Post Company Limited　※6 Electric Bicycleと呼ばれる、最高速 度
25km/h以下のカテゴリーとElectric Mopedと呼ばれる最高速度25km/h ～ 50km/hのカテゴリー。中国で日常の手軽な移動手段として普及している　

ス事業を進めています。インドネシア・バリ島での事
業展開を皮切りに、インドで現地法人を設立、バッテ
リー交換ステーションを設置し、電動三輪タクシー（リ
キシャ）向けにバッテリー交換サービスを行っていま
す。また日本でも株式会社Gachacoを設立※7し、今
年10月からバッテリー交換ステーションの稼働を開始
しました。さらに、安全で利便性の高い交換式バッテ
リーを普及させるための規格化活動にも積極的に参
加しており、日本では国内の二輪車4メーカー※8で共
通仕様に合意したほか、欧州やインドでも規格共通化
を推進しています。
　このように、二輪車においても、世界トップメーカーと
してカーボンニュートラル実現への取り組みを着実に
進め、これまで提供してきた価値とはまた違った、「環
境負荷ゼロ社会にふさわしいバイク」の価値や喜びを
皆さまに提供していきます。
　Hondaの強みは、Hondaの持つ他の事業や他の
製品の研究開発の過程で培った先進技術を相互に活
用し、総合力を発揮できるところにあります。また二輪
事業においては、高効率なプラットフォーム設計やグ

ローバルのサプライ
チェーンの構築によ
り、お客さまのニーズ
に応える幅広いライ
ンアップを、スケール
メリットを生かして手
ごろな価格設定でお
届けしてきた経験も
あります。これまで
培ってきた高効率な

ものづくりを進化させ、これを電動二輪車の開発、生産
にも生かすことで、高い収益体質を維持することがで
きると考えています。

　
環境負荷ゼロ実現に向けた
これからのHondaの歩み
　
　地球規模で気候変動問題への取り組みが進んでい
る今、国、自治体、企業、個人のそれぞれに、地球と人類
の未来を守るために果たさなければならない役割や責
任が問われています。Hondaが掲げる「バリューチェー
ン全体を見据え、ライフサイクル視点で環境負荷ゼロ
の循環型社会を目指す」という目標も、私たちが持続
可能な社会へと世の中を変え、移動の喜びをより多く
の皆さまにお届けしていくために、やり遂げるべき使命
だと考えています。
　Hondaはこれまでも、時代時代の社会課題の解決
にいち早く取り組み、実現してきました。そして今、世界
中で二輪車、四輪車、パワープロダクツで約3,000万
人のお客さまに商品をお届けしています。私たちが持
つ様々な製品を連鎖させ、従来の延長線上にない新
たな発想でより一層大きな価値をお客さまと社会に提
供することによって、Hondaはこれからも「存在を期
待される企業」であり続けるよう取り組みを進めてま
いります。
　株主の皆さまにおかれましては、環境のトップラン
ナーとなるべく挑戦を続けるHondaに、ぜひご期待
ください。

の生産を開始するなど、海外展開を加速させています。
　一方、パーソナル領域では、2024年から2025年にコ
ミューターEVをアジア・欧州・日本で2モデル、2024
年までにコミューター EB（電動自転車）／ EM（電動モ
ペット）※6を5モ デ ル、そして 大 型 のFUN EVで は
2024年から2025年までに日本・米国・欧州に３モデ
ルなど、2025年までにコミューターとFUNモデルの合
計で10モデル以上を投入する計画です。
　なお、大きなバッテリーを搭載すると走行距離や乗
り心地などの利便性に影響が出てしまうという二輪車
の課題には、エネルギー密度が高くコンパクトな全固
体電池の採用も有効な選択肢の１つと考えています。
Honda全社での取り組みと連動させながら、四輪車
だけでなく、将来的には二輪車への導入も検討してい
きます。
　
バッテリーサービスの
普及拡大を推進する取り組み
　
　電動二輪車の普及にあたって重要となる充電イン
フラの拡充に向けては、バッテリーシェアリングサービ

二輪車のカーボンニュートラル実現へ向けた
取り組みの詳細は、こちらをご覧ください

※7 ENEOSホールディングス株式会社と国内の二輪車メーカー4社（Honda、カワサキモータース株式会社（KAWASAKI）、スズキ株式会社（SUZUKI）、ヤマハ発動機株式会社
（YAMAHA））で設立　※8 Honda、KAWASAKI、SUZUKI、YAMAHA
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日本郵便 ベトナムポスト タイランドポスト

ビジネス用電動二輪車の展開 タイで生産・販売されている
「BENLY e:」

であるインドでは一部で電動車の人気が高まってきて
います。しかし、各国・地域のお客さまの利便性、ニー
ズ、電動インフラ環境や各国政府の方針といった二輪
事業ならではの特性を踏まえ、電動車の投入をカーボ
ンニュートラル実現の中心として取り組みを加速しつ
つ、内燃機関の進化によるCO２排出量削減にも継続
的に取り組み、2040年代にカーボンフリー製品100％
を目指すこととしました。
　
電動二輪車の拡大戦略
　
　電動二輪車の拡大に向けては、今後5年以内に100
万台、2030年には販売構成比の約15％にあたる年間
350万台レベルの販売を目指します。
　ビジネスユースでは、小口配送との親和性が高く、
航続距離や充電時間といった電動車普及の課題解決
にもなる交換式バッテリー「Honda Mobile Power 
Pack」を搭載した「Honda e: ビジネスバイク」シリー
ズを展開しており、日本郵便やベトナムポスト※4の配達
用に活用いただいています。またタイランドポスト※5とも
共同実証を開始し、タイでは今年9月に「BENLY e:」

　
環境負荷ゼロに向けた
Triple Action to ZEROの取り組み
　
　Hondaは2050年環境負荷ゼロの循環型社会実現
を目指し、取り組みの柱となるコンセプトを「Triple 
Action to ZERO」と定めています。これは、Hondaの
関わるすべての製品と企業活動を通じて二酸化炭素
(CO２)排出量を実質ゼロにする「カーボンニュートラ
ル」、製品使用時と企業活動時のすべてでカーボンフ
リーエネルギーを活用する「クリーンエネルギー」、そし
て、環境負荷のない持続可能な資源の使用率100％を
目指す「リソースサーキュレーション」の3つから構成され
ています。これら３つの柱は常にセットであり、この中の
どれか1つが欠けても、環境負荷ゼロの実現は難しいと
いう考え方で、多岐にわたる取り組みを行っています。

　
「Honda eMaaS」で描く未来の社会
　
　「Honda eMaaS※1」は、クリーンな再生可能エネル
ギー（以下、「再エネ」と表記）であらゆるモビリティサー
ビスを提供する社会を構想しています。
　太陽光発電や風力発電などの再エネは、天候や気
候、日照時間など、どうしても自然に左右される要素が
強くなります。そこで、再エネを比較的安定的に確保し
ていく手段の1つとして、充電された電動バッテリーや
燃料電池を積んだモビリティが、蓄電池として余剰電
力を蓄えたり、不足しているところに電力を供給する
仕組みを考えました。これであれば、家庭内での利用
や屋外レジャー、災害時には非常用電源としても活用
することができます。このように、電動モビリティ同士、
また電動モビリティとエネルギーサービスをつなぐこ
とによって、自社が持つ多様な領域の製品群を電力
ネットワークの一部として機能させることができるよう
になります。
　環境負荷ゼロの循環型社会の実現に向けては、
エネルギーの「マルチパスウェイ（複数の経路）」と
いう考え方が重要です。Hondaは、①電気の循環

（電気サイクル）、②水素の循環（水素サイクル）、③
カーボンの循環（カーボンサイクル）の3つを軸とし
ています。バイクやクルマは再生可能エネルギーを
そのまま使えて経済性もある電気で動かす。水素
は、燃料電池を使って、より大きなエネルギーが必
要な長距離移動やトラックに使う。さらに出力が必
要な飛行機などを動かすには、CO2を資源とした
カーボンニュートラル燃料を活用する。こういった考
え方です。

企業活動時と製品使用時のすべてをクリーンエネル
ギーでまかなえるようにしなければなりません。さら
に、製品の材料の確保から生産、回収、解体、そして
材料に戻して再利用するまでのライフサイクル全体
でCO2を出さないという観点も必要です。クルマの
フレームに、電炉製鋼材やアルミなど製造時のCO2

排出量が少ない材料やリサイクルしやすい材料を使
う。解体しやすい設計にする技術や、バッテリーの高
効率なリサイクル方法を確立する。こういった3R※2の
フレームワークをつくることも併せ、トータルで「モビ
リティの電動化」を進めていく必要があると捉えてい
ます。
　
材料やバッテリーの
安定調達に向けた取り組み
　
　環境負荷ゼロ実現に向けては、モビリティの電動化
に加え、材料やバッテリーの安定調達も大きな課題と

なっています。2030年までにグローバルで30車種、年
間200万台以上の四輪EVの生産を目指すHondaも、
同様の課題に直面しています。
　Hondaは、2020年代後半にかけては、主要市場
ごとの市場特性に合わせたEVを投入するとともに、
液体リチウムイオンバッテリーを地産地消で調達し
ます。
　北米では、2018年から電動化分野で提携を行って
きたゼネラルモーターズ（GM）との関係を強化してお
り、同社が開発したEVプラットフォームに「アルティウ
ム」バッテリーを搭 載したHonda「プロローグ」と
Acura「ZDX」の2機種の販売を、2024年から始めま
す。さらにLGエナジーソリューションとも提携し、2025
年中に同社と合弁で生産する工場でバッテリーの量産
を開始し、北米で生産販売するHondaやAcuraのモ
デルに搭載していくこととしました。
　中国では、他地域に先行してEVが普及している
市場の特性を生かし、現地で独自に「e:N」シリーズ
の機種開発を行います。その皮切りとして、今春に
東 風Hondaからe:NS1、広 汽Hondaからe:NP1
を発売しました。「e:N」シリーズ用のバッテリーにつ
いては、2020年から協業してきたCATL※3とのパー
トナーシップを強化したほか、従来東風Hondaと
広汽Hondaが個別にCATLからバッテリーを調達
していたところを、2022年9月、新たに合弁会社を
設立し調達を一本化することで効率を高め、中国国
内でのEV用バッテリー調達体制を盤石なものとし
ます。
　なお、バッテリー生産に欠かせないニッケル、コバル
ト、リチウムといったレアメタルの安定調達に向けて

は、今年8月、資源調達に強みを持つ大手商社の阪和
興業株式会社と戦略的パートナーシップを締結し、中
長期的な材料確保の道筋をつけたところです。
　2020年代後半以降は、「グローバル視点でベスト」
な四輪EVへの展開に進化していきます。特に、独自
に進めている全固体電池は、量産を見据え開発を加
速させ、その技術の手の内化を目指します。次世代
バッテリーである全固体電池は、リチウムイオン電池
にくらべ薄型化、小型化、耐久性の向上が可能であ
り、航続距離が長くコストダウンも図ることができれ
ば、お客さまや社会の要請にもお応えできるものと考
えています。

　
二輪事業における
カーボンニュートラルに向けた取り組み
　
　2050年カーボンニュートラル実現に向けての歩み
は、当然二輪車の領域でも加速させていかなければ
なりません。しかし現実には、電動化をスムーズに進め
られる国や地域ばかりではないことも事実です。特に
新興国で二輪車は人々の生活に欠かせないライフライ
ンであり、丈夫な製品を手の届きやすい価格でお客さ
まにお届けすることが重要です。電動化によって価格
が上がったり、充電インフラ環境が不安定になったり
すれば、それは「お客さまの求めるバイク」ではなくな
ります。
　昨今、インド、タイ、インドネシアなどの新興国でも電
動化の政府目標が発信され、世界最大の二輪車市場

　
Triple Action to ZEROにおける
モビリティ電動化の位置づけ
　
　Hondaの製品ライフサイクルのCO2 排出量は、「製
品使用時」が全体の約8割を占めています。このため私
たちはこれまで、内燃機関の効率向上、環境革新技術
の適用やエネルギーの多様化、再エネの活用といった
技術の向上に取り組んできましたが、さらなるCO2排
出削減に向け、2030年における電動製品の販売比率
目標を、二輪車で15%、四輪車で30%、パワープロダク
ツで36%と定め、現在、商品ラインアップの拡大、拡充
を加速させています。
　モビリティの電動化はカーボンニュートラル達成
の重要な1ピースではありますが、単純に動力源をエ
ンジンからバッテリーに置き換えればよいという話で
はありません。電動モビリティを製造する過程や実際
に走らせる際に排出されるCO2を削減するために、

※4 ベトナムの郵便事業会 社、Vietnam Post Corporation　※5 タイの郵便事業会 社、Thailand Post Company Limited　※6 Electric Bicycleと呼ばれる、最高速 度
25km/h以下のカテゴリーとElectric Mopedと呼ばれる最高速度25km/h ～ 50km/hのカテゴリー。中国で日常の手軽な移動手段として普及している　

ス事業を進めています。インドネシア・バリ島での事
業展開を皮切りに、インドで現地法人を設立、バッテ
リー交換ステーションを設置し、電動三輪タクシー（リ
キシャ）向けにバッテリー交換サービスを行っていま
す。また日本でも株式会社Gachacoを設立※7し、今
年10月からバッテリー交換ステーションの稼働を開始
しました。さらに、安全で利便性の高い交換式バッテ
リーを普及させるための規格化活動にも積極的に参
加しており、日本では国内の二輪車4メーカー※8で共
通仕様に合意したほか、欧州やインドでも規格共通化
を推進しています。
　このように、二輪車においても、世界トップメーカーと
してカーボンニュートラル実現への取り組みを着実に
進め、これまで提供してきた価値とはまた違った、「環
境負荷ゼロ社会にふさわしいバイク」の価値や喜びを
皆さまに提供していきます。
　Hondaの強みは、Hondaの持つ他の事業や他の
製品の研究開発の過程で培った先進技術を相互に活
用し、総合力を発揮できるところにあります。また二輪
事業においては、高効率なプラットフォーム設計やグ

ローバルのサプライ
チェーンの構築によ
り、お客さまのニーズ
に応える幅広いライ
ンアップを、スケール
メリットを生かして手
ごろな価格設定でお
届けしてきた経験も
あります。これまで
培ってきた高効率な

ものづくりを進化させ、これを電動二輪車の開発、生産
にも生かすことで、高い収益体質を維持することがで
きると考えています。

　
環境負荷ゼロ実現に向けた
これからのHondaの歩み
　
　地球規模で気候変動問題への取り組みが進んでい
る今、国、自治体、企業、個人のそれぞれに、地球と人類
の未来を守るために果たさなければならない役割や責
任が問われています。Hondaが掲げる「バリューチェー
ン全体を見据え、ライフサイクル視点で環境負荷ゼロ
の循環型社会を目指す」という目標も、私たちが持続
可能な社会へと世の中を変え、移動の喜びをより多く
の皆さまにお届けしていくために、やり遂げるべき使命
だと考えています。
　Hondaはこれまでも、時代時代の社会課題の解決
にいち早く取り組み、実現してきました。そして今、世界
中で二輪車、四輪車、パワープロダクツで約3,000万
人のお客さまに商品をお届けしています。私たちが持
つ様々な製品を連鎖させ、従来の延長線上にない新
たな発想でより一層大きな価値をお客さまと社会に提
供することによって、Hondaはこれからも「存在を期
待される企業」であり続けるよう取り組みを進めてま
いります。
　株主の皆さまにおかれましては、環境のトップラン
ナーとなるべく挑戦を続けるHondaに、ぜひご期待
ください。

の生産を開始するなど、海外展開を加速させています。
　一方、パーソナル領域では、2024年から2025年にコ
ミューターEVをアジア・欧州・日本で2モデル、2024
年までにコミューター EB（電動自転車）／ EM（電動モ
ペット）※6を5モ デ ル、そして 大 型 のFUN EVで は
2024年から2025年までに日本・米国・欧州に３モデ
ルなど、2025年までにコミューターとFUNモデルの合
計で10モデル以上を投入する計画です。
　なお、大きなバッテリーを搭載すると走行距離や乗
り心地などの利便性に影響が出てしまうという二輪車
の課題には、エネルギー密度が高くコンパクトな全固
体電池の採用も有効な選択肢の１つと考えています。
Honda全社での取り組みと連動させながら、四輪車
だけでなく、将来的には二輪車への導入も検討してい
きます。
　
バッテリーサービスの
普及拡大を推進する取り組み
　
　電動二輪車の普及にあたって重要となる充電イン
フラの拡充に向けては、バッテリーシェアリングサービ

二輪車のカーボンニュートラル実現へ向けた
取り組みの詳細は、こちらをご覧ください

※7 ENEOSホールディングス株式会社と国内の二輪車メーカー4社（Honda、カワサキモータース株式会社（KAWASAKI）、スズキ株式会社（SUZUKI）、ヤマハ発動機株式会社
（YAMAHA））で設立　※8 Honda、KAWASAKI、SUZUKI、YAMAHA
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新製品 & Topics

未来の社会では、マイクロモビリティによる人とモノの自由で安全な
移動のニーズの増加が予想されます。一方、地域社会においては、魅
力ある仕事、住みやすいまちを実現するための地域活性化が求めら
れています。茨城県常総市と株式会社本田技術研究所は、地域を活
性化する人々の移動と暮ら
しの進化に向け、まちづく
りに関する課題分析、AIや
自動運転などの先端技術
を活用したアイデアの創
出、技術実証実験などを行
い、新たなまちづくりの可
能性を検討していきます。

グランドコンセプトは「Ultimate SPORT 
2.0」。先代シビック TYPE Rのコンセプトを
進化させ、速さと走る喜びを極めたピュアス
ポーツ性能を目指しました。スポーツモデル
の本質的価値である「速さ」と官能に響く

「ドライビングプレジャー」の両立を提供価
値としています。 

1214

9月29日 自動運転車両「クルーズ・オリジン」の試作車が完成、
米国でテストを開始
クルーズ・オリジンは、Honda・GMクルーズホールディングスLLC

（Cruise）・ゼネラルモーターズ（GM）の3社で共同開発している自動運
転モビリティサービス専用車両です。HondaはCruiseとともに、様々な交
通課題の解決や、お客さま・社会に新しい形の利便性・新価値を提供す
るため、クルーズ・オリジンを活用した自動運転モビリティサービスを

2020年代半ばから東京都心部
で開始することを目指しており、
2021年９月から栃木県で技術
実証を行っています。

Honda ONは2021年10月に開 設。新
車購入手続きをオンライン上で可能なこ
とから、多忙でご来店いただけないお
客さまや商談などの手間を省きたい若
年層を中心に幅広い年代から会員登録
をいただいています。今回、EV購入意向
者の調査結果を踏まえ、展開エリアも
拡大。従来の3都県（東京都、宮城県、山
形県）に加え、EV需要が比較的高い3
県（神奈川県、埼玉県、千葉県）を追加し
ました。

9月2日 新型「CIVIC TYPE R」を発売 
～究極のピュアスポーツ性能を追求したモデル～

9月8日 四輪新車オンラインストア
「Honda ON」にて、
EV「Honda e」の取り扱いを開始

Hondaは中国の2社と共同で、合弁会社
「衆鋭（北京）貿易服務有限公司」を設立。
中国におけるバッテリー調達の効率化を目
指します。また、2020年からバッテリー開
発、供給、再利用など幅広い領域で協業し
てきたCATLとのパートナーシップをさらに
強化。同社が建設を進める宜春工場での
バッテリー生産・物流の最適化に向けた
検討を行い、長期的な安定調達体制の確
立とさらなる競争力強化に総合的に取り
組みます。

9月7日 東風汽車集団・広汽集団と
EVバッテリー調達を行う新合弁会社を設立 
～ CATL※とのパートナーシップを強化し、
　 長期的な安定調達体制を確立～

7月4日 茨城県常総市とHonda、AIや
知能化マイクロモビリティを活用した「AIまちづくりへ
向けた技術実証実験に関する協定」を締結

両社は総額約44億USドルを投資し、米国オハイオ州に生産工場
を建設します。2023年初頭に着工、2025年中に量産を開始し、
最大約40GWhの生産能力を目指します。同工場で生産するリ
チウムイオンバッテリーは全量がHondaの北米工場に供給され、
北米で生産販売されるHondaおよびAcuraのEVに搭載される
予定です。またHondaは今
後、オハイオ州内の3つの既
存工場の生 産設備を更新
し、北米における本格的な
EV生産のハブ拠点として進
化させていきます。

8月29日 LGエナジーソリューション（LGES）とHonda、
EV用バッテリー生産合弁会社の米国での設立に合意

※「走行距離」、「運転速度」、「急アクセル」、「急ブレーキ」、「急ハンドル」
などの操作を判定するために必要な情報

※宁德時代新能源科技股份有限公司

※ Quality of Lifeの略称

本保険は、損害保険ジャパン株式会社、東京海上
日動火災保険株式会社、三井住友海上火災保険
株式会社の各社とHondaが共同開発したもの
で、自動車保険商品の特約として提供されます。
テレマティクス技術で取得した走行データ※に
基づき、運転スコアとアドバイスを運転レポート
として毎月契約者に配信。日々の運転における
安全意識の向上に貢献します。また、年間の運転
スコアに応じて翌年の保険料を割り引くことで、
契約者に「安心・安
全・お得感」を提供
します。

8月12日 高齢ドライバーの安全と健康を
維持できる社会の実現に向け、
認知機能や日常の体調変化と運転能力との
関係性検証の共同研究契約を締結
高齢者が体調や運転能力への不安を理由に
運転免許を返納することで移動の不便を感じ
る、QOL※（生活の質）の低下が社会的課題と
なっています。Hondaとエーザイ株式会社、
国立大学法人大分大学、一般社団法人臼杵市
医師会は、本共同研究を通じて、日常の体調と
運転中の状態を常に見守り、一人ひとりに合
わせた安全と安心を提供することで、高齢ド
ライバーの安全と健康の維持向上、またその
ご家族や地域の皆さまも安心して生活ができ
る交通事故ゼロ社会の実現を目指します。

8月1日 Honda CONNECT搭載車専用の
運転性向連動型テレマティクス保険

「Hondaコネクト保険」を10月より取り扱い開始

テスト走行や開発者
インタビューなどの
映像を公開中

最新の情報はこちらを
ご覧ください。

ニュースリリース
https://www.honda.co.jp/pressroom/

トピックス
https://www.honda.co.jp/topics/ 

09 10

010_0771501672212.indd   9-10010_0771501672212.indd   9-10 2022/11/19   3:18:462022/11/19   3:18:46



8,700

22年度

4,534

8,712

21年度

4,421

通期見通し　
通期

2Q累計

2022年度 第2四半期 連結業績ハイライト

4,534 億円 前年同期比 +2.5％

174,000

22年度

80,853

145,526

21年度

69,882

通期見通し　
通期

2Q累計

（億円） （億円）

売上収益 営業利益

8 兆 853 億円 前年同期比 +15.7％

7,250

22年度

3,385

7,070

21年度

3,892

通期見通し　
通期

2Q累計

（億円）

親会社の所有者に帰属する四半期（当期）利益

3,385 億円 前年同期比 －13.0％

当第2四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年9月30日までの6ヵ月間)／当連結会計年度(2022年４月１日から2023年３月31日までの12ヵ月間)
の連結業績の見通し

11

第２四半期累計(4-9月）
◦�半導体供給不足による四輪生産・販売台数の減少や原材料価格の

高騰など、厳しい事業環境が続く中、全社で収益改善に取り組む
◦�二輪車販売台数の増加や円安影響などもあり、 
　前年同期比　売上収益・営業利益 　増収増益
当第2四半期(7-9月） 
◦�特定の半導体不足が主力機種の生産に影響
◦�全世界横断で生産のアロケーション、代替部品の活用や販売機種

の入れ替えなどを実施
　四輪グループ販売台数は前年同期を上回る
◦�商品価値向上に見合う値付けや好調な二輪事業、円安影響などもあり、
　前年同期比　売上収益・営業利益・当期利益　増収増益

2022年度実績

◦�四輪車のHondaグループ販売台数を10万台引き下げ、410万台に見直し
◦�インフレによるコスト上昇圧力は継続すると見込むが、全社一丸

でさらなる収益改善に取り組む
◦�二輪車販売台数の増加や足元の円安影響を反映
　対前回見通し※　売上収益・営業利益・当期利益　上方修正

2022年度 業績見通し

ポイント

二輪事業における増加や為替換算による増加影響などにより
増収

販売影響による利益減などはあったものの、売価およびコス
ト影響による利益増や為替影響などにより増益

※ 2022年８月10日公表
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QRコードはこちら➡
決算関連資料等は、当社ウェブサイトにてご覧いただけます。

https://www.honda.co.jp/investors/library.html

22年度
2Q

その他
5.0%

日本
14.2%

アジア
24.9%

欧州
3.8%

北米 52.1%

12

（円）

配当金

21年度 22年度（予想）

120 120

60

60

通期見通し　
通期

中間

60 円

22年度
2Q

二輪事業
17.5%

パワープロダクツ事業及び
その他の事業 2.7%

四輪事業 60.9%

金融サービス事業
18.9%

事業別売上収益構成 所在地別売上収益構成

※	外部顧客への事業別、所在地別の売上収益構成比を表示しています。
※	パワープロダクツ事業及びその他の事業は、2022年4月1日の組織

変更により、ライフクリエーション事業及びその他の事業が名称変
更したものです。

※	当第２四半期の平均為替レートは１米ドル＝138円（前年同期 110
円）です。

※	業績見通しは、現時点で入手可能な情報に基づき当社の経営者が判断
した見通しであり、リスクや不確実性を含んでいます。

※	見通しの為替レートは、通期平均で１米ドル＝135円を前提として
います。

北 米：米国、カナダ、メキシコ など
欧 州：英国、ドイツ、ベルギー、イタリア、フランス など
ア ジ ア：�タイ、中国、インド、ベトナム、マレーシア など
そ の 他：ブラジル、オーストラリア など
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事業の種類別セグメントの状況

■ 二輪事業

1兆4,126億円
前年同期比 ＋38.0％

売上収益

2,247億円
前年同期比 ＋51.7％

営業利益 第2四半期累計
実績

◦�半導体の供給不足による影響などはあったものの、販売機種の入
れ替えや代替部品の活用などにより、多くの国で前年同期を上回る

◦�当第2四半期（7-9月）も、ベトナムが9月単月で過去最高の販売
台数を記録したことなどにより、前年同期を上回る

920.2万台（前年同期比 ＋12.6%）

2022年度
見通し ◦�パキスタンでの洪水や中国での需要の落ち込みなどを反映し、

前回見通しを13万台下方修正

1,843万台（前年比 ＋8.2%）

Hondaグループ販売台数

第2四半期累計
実績

◦�新型車投入効果はあったものの、半導体の供給不足による影
響などにより前年同期を下回る

◦�当第2四半期（7-9月）では、中国やアジアなどで増加したことに
より、前年同期を上回る

178.5万台（前年同期比 −6.8%）

2022年度
見通し ◦�需要は堅調に推移するものの、半導体の供給不足による影響

などを反映し、前回見通しを10万台下方修正

410万台（前年比 ＋0.6%）

Hondaグループ販売台数

■ 四輪事業

4兆9,201億円
前年同期比 ＋13.5％

売上収益

635億円
前年同期比 －45.7％

営業利益

■ �パワープロダクツ事業及びその他の事業

第2四半期累計
実績 ◦�当第2四半期（7-9月）も、米国などで減少したことにより、前年

同期を下回る

293.5万台（前年同期比 −9.1%）

◦前回見通しを維持

2022年度
見通し

566.5万台（前年比 −8.6%）

Hondaグループ販売台数

2,245億円
前年同期比 ＋20.3％

売上収益

120億円
前年同期比 ＋119億円

営業利益

１兆5,279億円
前年同期比 +5.9％

売上収益

1,530億円
前年同期比 −13.4％

営業利益

■ 金融サービス事業
※	売上収益、営業利益は、当第2四半期連結累計期間（2022年４月１日から9月30日までの

6ヵ月間）の外部顧客への売上収益、営業利益について記載しています。
※	Hondaグループ販売台数は、当第2四半期連結累計期間（2022年４月１日から9月

30日までの6ヵ月間）の実績、および当連結会計年度（2022年４月１日から2023年３
月31日までの12ヵ月間）の見通しについて記載しています。

※	Hondaグループ販売台数は、当社および連結子会社、ならびに持分法適用会社の販
売台数です。定義の詳細は当社の有価証券報告書・四半期報告書に記載のとおりです。

010_0771501672212.indd   13010_0771501672212.indd   13 2022/11/16   13:10:132022/11/16   13:10:13



14

要約四半期連結財務諸表の概要

当第2四半期
連結会計期間末
2022年9月30日

前連結会計年度末
2022年3月31日

流動負債
60,043

資本
107,725

239,731
258,278

流動負債
67,478

非流動負債
71,962

非流動負債
71,692

資本
119,108

当第2四半期
連結会計期間末
2022年9月30日

前連結会計年度末
2022年3月31日

流動資産
88,414

非流動資産
151,317

239,731
流動資産
96,946

非流動資産
161,331

258,278

要約四半期連結財政状態計算書 （億円）

売上収益
80,853

税引前利益
5,158

親会社の
所有者に
帰属する
四半期利益
3,385

売上原価
－65,059

研究
開発費
－3,811 金融収益及び

金融費用合計
－205

非支配
持分
－302

持分法による
投資利益
＋829

当第2四半期連結累計期間
自 2022年４月１日　至 2022年9月30日

営業利益
4,534

四半期利益
3,687

法人所得税
費用
－1,470

販売費及び
一般管理費
－7,447

要約四半期連結損益計算書 （億円）
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制度の概要
会社法改正により、来年の株主総会から株主総会資料（以下、「招集のご通知」と記載）の電子提供制度が開始
されます。
書面でご送付していた「招集のご通知」は、原則WEBでのご提供となります。
継続して書面でのお受け取りを希望される場合、書面交付請求※が必要となります。

よくあるご質問

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
電子提供制度専用ダイヤル

 0120−696－505
（受付時間：土・日・祝日を除く平日9：00～17：00）

株主総会資料の電子提供制度に関するお問い合わせ先

QRコードはこちら➡
もしくは株主さまの口座がある証券会社等にお申し出ください。

https://www.tr.mufg.jp/daikou/denshi.html

当社の対応
当面、すべての株主さまに「招集のご通知」の書面をご送付する予定です。
制度に基づき書面交付請求をされた場合においても、お送りする書面は同一です。

一部の項目はWEBに掲載

議決権行使書 招集のご通知

株主さま

紙で確認

※ �書面交付請求とは、インターネットを利用することが困難な株主さまを保護するためのお手続きです。お申し出いただいた株主さまに
は、「招集のご通知」を書面でお送りするものです。

株主さまへのお知らせ

株主総会資料の電子提供制度と当社の対応について

010_0771501672212.indd   15010_0771501672212.indd   15 2022/11/16   13:10:142022/11/16   13:10:14



16

統合報告書発行のご案内
2022年9月30日、当社は統合報告書「Honda Report」を発行しました。Hondaの目指す姿や価値提供の取り
組みをステークホルダーの皆さまにご理解いただくとともに、コミュニケーションツールとしても活用し、持続的
な企業価値の向上を図っていきたいと考えております。株主の皆さまにおかれましても、是非ご一読ください。

アクセスは
こちら➡

統合報告書「Honda Report」全文は、以下のURLからご覧いただけます。
https://www.honda.co.jp/sustainability/integratedreport/

人材への取り組み

ヒト・組織戦略ビジョンの実現に向けた取り組みの概要
ヒト・組織戦略ビジョンの達成に向けて、さまざまなフェーズにおいて意欲ある従業員の成長を促し、支え、Hondaというフィールドで「活き活きと

輝く」ことを後押しするための取り組みを展開しています。
なお、各地域において「従業員活性度」を管理指標として設定しており、日本においては「非常に良好な状態（5段階評価で総合点平均3.5ポイ

ント以上）」を継続して達成することを目標としています（2021年度実績：3.48ポイント）。

ヒト・組織戦略ビジョン
100年に一度といわれる大転換期を勝ち抜くために、Hondaは現

在の事業環境を「第二の創業期」と位置付け、「新たな成長・価値創
造を可能とする企業への変革」に向けた取り組みを進めています。

ヒト・組織戦略においても、「企業変革を加速させるヒト・カルチャー
への進化」というビジョンを掲げ、「自立した個」である従業員の強い
想いや情熱、チャレンジ精神を最大限に引き出すことで、「変化を楽し
む」ことができるイノベーティブで魅力ある企業風土へのさらなる進
化を図っていきます。

ビジョン達成に向けた戦略方向性

組織：チャレンジ・イノベーションを最大限に引き出す

遊びのある
面白い会社に

自律的に
働ける会社に

期待され、
選ばれる会社に

働きたい会社に

組織・ヒトが
先進的な会社に

Hondaらしさを
発揮できる会社に

従業員：“自由と自己責任”のもとで“変化を楽しむ”

Hondaの組織・ヒトを
イノベーティブに

能力開発

（⇒p.61）

意欲ある従業員の自律的な学習を支援する取り組み
●従業員に求める「共通能力」の定義とガイドブック策定
●自己選択型学習プログラムの導入
●学習管理システムの導入

キャリア
支援

（⇒p.61）

「自分のために働け」を実践する自律的なキャリア形成の支援
●上司・部下間の2Wayコミュニケーションの強化
●年代別キャリア研修の導入
●キャリアアドバイザーとのキャリア面談の実施

リソース
活用

事業戦略と連動した最適配置による人的リソースの最大化
●カーボンニュートラルに向けた電動化領域への人材シフト
●ソフトウェア・コネクテッド領域への外部人材の獲得
●リカレント・リスキリングの強化

採用
「多様な人材の採用」と「アプローチ＆マッチングの進化」

●女性採用の強化（2022年度4月入社実績 19.5%）
●幹部採用を含む中途採用強化（2021年度実績 297名）
●インターンシップ拡大（2021年度実績 594名）
●採用オウンドメディアの積極活用

次世代
育成・選抜

（⇒p.61）

企業理念を体現する次世代リーダーの選抜と育成
●主要ポストに対するサクセッションプランニングの導入
●グローバル・コンピテンシー・モデル（GCM）の策定
●グローバル・リーダーシップ・プログラム（GLPs）の展開

オウンドメディア
Me and Honda, Career

※オウンドメディアリクルーティングアワード受賞

ホームページや各SNS媒体と連携して
Hondaの「ヒトの魅力」を積極的に発信
＜“自律的なキャリア形成”のサイクル＞

自律的な
キャリア
形成

Step1
自己理解

Step2
社内の仕事/
制度の理解

Step4
現場実践

Step3
アクション
プラン作成

「キャリアは自らが描き、掴み取るもの」 
であることを前提とし、

マネジメント層が積極的に後押し

マネジメント層の支援

処遇・就業環境

イノベーションを喚起する多様な従業員の活躍拡大 （⇒p.62）

企業変革を加速させる
報酬制度への進化

●管理職を対象に、組織とヒトの熱量を
高め、チャレンジングな取り組みを喚
起する新たな報酬制度を導入

「すべての従業員が心身ともに
健康で力一杯働くこと」への支援

●敷地内禁煙の実施（23年4月予定）
●運動の習慣化に向けた
　運動の「楽しさ」と「効果」の啓発
●社員食堂での「健康食」の提供
●社内啓発によるヘルスリテラシー向上

従業員と会社の良好な信頼関係の
維持と「活き活きと個が輝く職場づくり」

への取り組み
●従業員活性度測定の実施
●職制へのフィードバック充実化
●組織支援活動の強化

事業戦略と連動した「人」リソースマネジメント
二輪・四輪・パワープロダクツの既存事業領域、電動化および新価

値領域の事業開発を中心とした新事業領域のそれぞれにおける事
業方針と連動し、要員ポートフォリオに基づく最適な要員戦略を策定
することで、全社的な「人」総合力の最大化をめざしていきます。

とくに電動化や新価値事業開発の領域を担う人材の確保に向け
ては、内部からの育成・登用に加え、幹部レベルを含めた外部採用を
積極的に行っています。

事業戦略と投下人的資源の連動

事業戦略（既存事業・新事業）

投下人的資源
連 動

事業ごとの要員ポートフォリオ

スキルの
重要性・
希少性

スキルの手の内化の必要性

アライアンスなどで
柔軟に補完

外部リソース活用
（派遣・BPO など）

内部・外部問わず
積極的に確保

リスキリング等による
転換・最大効率化

人材に関する取り組み

人事管理の基本理念
Hondaは、人間は「夢や希望を抱いてその実現のために思考し、

創造する自由で個性的な存在」であると考えています。「より良い社
会を実現したい」という内発的な強い意志を持つ人材が集い、自立
した個性を尊重しあい、平等な関係に立ち、相互に信頼し、その能力
や持ち味、創造性をいかんなく発揮するとともに、ときにはぶつかりあ
いながら困難を乗り越えていくことで、喜びを分かちあえる企業であ
りたい。それがHondaの願いです。

今後も「強い意志を持って動き出そうとしている人」にパワーを与
え、お客様や社会の期待を超える商品やサービスを生み出し続けて
いくために、意欲ある従業員の成長を促し、支え、Hondaというフィー
ルドで「活き活きと輝く」ことを後押ししていくための総合的なヒト・組
織戦略を展開していきます。

平 等 信 頼自 立

人間尊重

人事管理の三原則

相 互 信 頼 Hondaは、従業員とお互いの立場を尊重し、信頼しあ
い、認めあい、誠意を尽くして自らの役割を果たす

公平の原則 Hondaは、国籍、性別、年齢などに捉われることなく、
誰もがハンディのない公平で自由な競争の機会をもつ

主体性の尊重 Hondaは、それぞれの個性、自由な発想、意思を尊重
する

基本的な考え方

人事管理の原則
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環境　～TCFD提言に基づく情報開示～

戦略
気候変動は自動車業界だけでなく、わたしたちの生活環境やライ

フスタイルにもさまざまな影響を及ぼします。Hondaでは、気候変動
による事業への影響を評価・考察するにあたり、TCFD提言にも推
奨されているシナリオ分析を活用しています。シナリオ分析は2030

年を目途に実施しており、ネットゼロシナリオを含む複数のシナリオ
下でのHondaの気候変動に対するリスクと機会を特定し、全社戦
略および各事業戦略へ反映しています。

リスクと機会の特定にあたって、国際エネルギー機関（ IEA：

International Energy Agency）および気候変動に関する政府間パネル
（IPCC：Intergovernmental Panel on Climate Change）の報告書を
もとに、1.5℃および4℃の2つのシナリオを設定し、将来の世界観・事業環
境の変化について想定しました。Hondaはこれまでもタイやメキシコにお
ける洪水被害を経験しており、今後自然災害の激甚化等、Hondaの事業
環境に影響を与えるさまざまなできごとが起こることが予想されます。今
回Hondaは、四輪・二輪・パワープロダクツ事業を対象として、それぞれの
シナリオにおいてTCFD提言に基づく「移行リスク」「物理リスク」、機会に
沿ったリスク・機会を特定し、財務状態に与える影響度を検討しました。
各シナリオで想定される事象に対し、適切に対応しなければ事業上のリ
スクとなりますが、技術・製品・サービスの進化により、新たな事業機会を

想定する気候シナリオ

想定する気候シナリオ

1.5℃シナリオ
1.5℃シナリオでは、IEAのNZE（Net Zero Emissions Scenario）、IPCC
のRCP 2.6・1.9の報告内容を参考に、シナリオの世界観を整理しました。
●1.5℃シナリオでは世界全体で2050年カーボンニュートラルに向けた施策
が推進され、脱炭素製品が広く普及すること、再生可能エネルギーの利用
が拡大することが想定されます。

●自動車業界では、脱炭素に向けて、燃費・ZEV規制がさらに強化されることが
予想されており、先進国を中心にEV（電気自動車）やFCV （燃料電池自動
車）の需要が増加する見込みです。

●また規制の強化と並行して、EVやFCVといった脱炭素製品やサービスを好
むお客様が増加するなど、顧客価値観も変化することが想定されます。

●そのほかにも脱炭素に向けて、再生可能エネルギーや省エネルギーに向け
たクリーン技術が発展・普及することが想定されます。

4℃シナリオ
4℃シナリオでは、IEA STEPS（Stated Policies Scenario）、IPCC RCP 
8.5の報告書を参考に、世界観を整理しました。
● 4℃シナリオでは脱炭素政策が強化されず、平均気温は上昇を続け、自然
災害が頻発化・激甚化することが想定されます。

Hondaにとっての主要なリスク/機会

リスク 時間軸※ 機会 時間軸※ 対応

1.5℃

燃費・ZEV規制強化 ● 燃費規制の強化によるICE販売台数減
● 排出ガス規制（ZEV規制）強化によるICE販売台数減

短期・
中期・
長期

● 電動化製品/サービスの販売拡張による売上高増加
短期・
中期・
長期

● グリーンボンド調達による資金を電動化製品の開発・製造など
の支出へ充当（⇒p.41）
● 電動化製品ラインナップ拡充（⇒p.45、49、52）
  ・今後10年間で電動化・ソフトウェア関連へ約5兆円投資
  ・GM等とのアライアンスの活用

顧客価値観の変化 ● 顧客の需要に対応できないことによる売上高減少
● 消費者行動変化による売上高減少（例：シェアリングの進展、移動手段の変様）

中期・
長期 ● 電動化製品/サービスの販売拡張による売上高増加 中期・

長期

● グリーンボンド調達による資金を電動化製品の開発・製造など
の支出へ充当（⇒p.41）
● 電動化製品ラインナップ拡充（⇒p.45、49、52）
  ・今後10年間で電動化・ソフトウェア関連へ約5兆円投資
  ・GM等とのアライアンスの活用
● 複合型ソリューションの提供（⇒p.37）

エネルギー技術の普及 ● 再生可能エネルギーおよび省エネルギー技術導入にともなう設備投資コスト増加 短期・
中期・

● 再生可能エネルギーへの切り替えやエネルギー効率の 
高い生産設備への切り替えによる、事業運営コスト減少

短期・
中期・ ● Triple Action to ZEROに向けた戦略の推進（⇒p.33）

4℃
自然災害の
頻発化・激甚化

● 自然災害による自社生産拠点の被害またはサプライチェーン寸断による生産停止を受けた、売
上高減少

短期・
中期・
長期

● 災害時の給電ニーズ拡大時に非常用電源へ転用が可能
な、電動化製品の売上高増加

短期・
中期・
長期

● グローバルバリューチェーンによる安定的な生産体制の構築
● 電動化製品ラインナップ拡充（⇒p.45、49、52）

※ 時間軸については、短期：～1年、中期：1～3年、長期：3年以上とする。　

ガバナンス

気候変動はHonda全体の業績に重大な影響を与える可能性があ
ります。Hondaでは、「世界環境安全戦略会議」を毎年継続的に開催
しています。同会議では、気候変動を含む環境・安全に関する諸課題
への長期方針・目標・戦略・進捗状況のモニタリングを実施しており、
設定されたCO2総排出量の削減目標については、取締役会へ報告さ
れ、監督されています。ESG観点を考慮した役員報酬制度については
「役員報酬制度」（⇒p.72）をご参照ください。

取締役監視体制
世界環境安全戦略会議の議長はCEOが務めています。
各事業・地域で推進している気候変動を含む環境に関する諸課題

（戦略立案、排出削減目標の設定、目標達成のための計画立案、進
捗状況の確認、目標未達成時の対応等）について報告・議論され、
重要事項については経営会議および取締役会に報告されます。世界
環境安全戦略会議等サステナビリティ全体にかかるマネジメント体
制は「マネジメント体制」（⇒p.54）をご参照ください。

経営層の役割

TCFD提言への対応
Hondaは「気候変動・エネルギー問題への対応」を環境分野にお
ける最重要課題の一つと考え、2021年4月に「2050年に、Honda

の関わるすべての製品と企業活動を通じ、カーボンニュートラル
をめざすこと」を表明しました。Hondaは金融安定理事会（FSB：

Financial Stability Board）により設置されたTCFD（Task Force 

on Climate-related Financial Disclosures：気候関連財務情
報開示タスクフォース）に賛同しており、TCFDが提言する情報開示フ
レームワークに沿った開示を行っています。気候変動がもたらすリス
クと機会について、シナリオ分析を実施し、経営戦略に反映させると
同時に、気候変動に関する情報開示を推進します。

TCFD 提言に基づく情報開示

創出することができるよう対応を進めています。また、自然災害による被害
や被災リスクを最小化すべく、グローバルバリューチェーンによる安定的な
生産体質の構築を推進していきます。
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知的資本への取り組み

知的資本の活用プロセス
執行役常務が知的財産・標準化担当役員を担い、開発、事業、知
財・標準化を一体として連携させ、価値創造ストーリーにおける知
的資本に関する資源投入を戦略的に行っています。知的資本の活
用プロセスでは、外部環境認識・分析および自社戦略に基づき、知 

的資本を投入し、新領域における特許ポートフォリオの拡充を図っ
ています。構築されたポートフォリオを活用し、各種知財戦略の立
案・実行を通じて、提供する価値の質の向上や取り組みの質向上を
めざしていきます。

継続的な特許出願と発明者の増加

資源再投入

電動化領域と自動運転技術を含むソフトウェア領域において、継続的な研究開発
投資を実施してきました。投資とともに発明者が増加しており、多数の特許を出願し
てきました。今後も継続して取り組みを強化していきます。

全固体電池 出願強化
全固体電池の開発着手以来、継続的
に特許出願に強化して取り組み、技術
開発領域の広がりとともに発明者も
継続して増加しています。2024年の次
世代電池実証ラインの立ち上げなど、
研究開発投資増加と合わせて、継続的
に取り組みを強化していきます。

これまで蓄積した知的資本を活かし、
より進化させることで、全方位安全運転
支援システム「Honda SENSING 360」
の2030年の展開をはじめ、安全技術の
研究開発と普及に取り組んでいきます。

「Honda SENSING Elite」を搭載し、世
界初となる自動運転レベル3の型式認
定を取得した「LEGEND」の開発過程
においては、自動運転レベル３関連技術
をはじめ、約430件の特許出願や開発ノ
ウハウなど、数多くの知的資本を蓄積。

自動運転技術 出願取り組み

KPI=特許出願（件数）÷研究開発費（億円）成長領域出願強化
成長領域における特許出願について、
研究開発費に対するKPIを設定し、執
行部門において開発体質を強化する取
り組みを推進しています。成長領域の研
究開発費に対する特許出願のKPIは、
二輪・四輪・パワープロダクツ事業など
の事業領域より高く、2030年に向けて
高めていきたいと考えています。

全固体電池

カーボンニュートラルや交通事故死者ゼロとい
った2030年ビジョンの達成、お客様への新し
い価値提供の実現に向けて、既存事業体質の
強化と新たな成長への仕込みの両立を実現す
るため、特許ポートフォリオを戦略的に構築す
るマネジメントを実践しています。

創出した各領域の特許は、グローバルにおけ
る製品・サービスの展開状況や計画に合わせ
て、必要な国に必要な数を展開しています。

国内外特許保有件数 
43,000 件以上

第5章「国内・海外特許保有件数」（⇒p.82）

特許ポートフォリオの構築状況を研究開発
活動の成果指標の一つとして、量的・質的観
点から分析することで、伸長・補完すべき技
術領域を抽出し、今後の成長領域における
特許出願のKPI等をアップデートするととも
に、将来開発戦略の提案や協業戦略の立案
を推進しています。

※特許件数だけでなく質の観点が加味された数字
    LexisNexis社 PatentSight®を用いて当社作成。

知的資本投入状況に基づく
競争力分析と資源戦略

2020 2025 2030（年）

既存技術領域
（ボディ構造、電装、材料など）

カーボンニュートラル
（電動化など）

交通事故死者ゼロ
（ソフトウェアなど）

成長領域
（eVTOL、ロボット、宇宙など）

ポートフォリオの保有割合

情報分析戦略立案

新領域（eVTOL・
アバターロボット・
宇宙領域）や
資源循環などへ
計約1兆円投入
（今後10年）

新たな成長への
仕込み

累積出願数 発明者数

発明者数
ソフトウェア領域（自動運転技術含む）
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電動化・
ソフトウェア領域
計約5兆円投入
（今後10年）
 ハードとソフトとを
組み合わせた
「Honda e:
アーキテクチャー」

（EVプラットフォーム）など

事業体質の強化

資源投入❶❶ 創出❷❷ ポートフォリオマネジメント❸❸ ❹❹

知的資本投入サイクル
事業体質の強化と新たな価値創造に向けた研究開発費をはじめとする資源投
入に対して、グローバル知財管理体制のもと、知的財産（特許・意匠・商標・ノウハウ
等）や無形資産（ブランド・デザイン・データ・企業風土や信頼等）の知的資本の創
出を行い、国内外における特許等の出願および権利化を推進しています。
また、事業体質の強化・新領域への仕込みの観点から、権利活用を意識したグ
ローバル特許ポートフォリオを構築し、各地域に合わせた適切なマネジメントを実践
しています。
さらに、量的・質的観点から当該グローバル特許ポートフォリオに基づく競争力の
分析を行うことで、Hondaの強みの伸長・弱みの補完を両立した戦略を立案・推進
することで、事業に資する資源再投入を実施しています。
この一連の知的資本投入サイクルを回すに際しては、事業活動・研究開発活動と
連携を強化した取り組みを実施しています。

知的資本
投入
サイクル

資源投入
❶❶

❷❷

❸❸

❹❹

創出
情報分析
戦略立案

ポートフォリオ
マネジメント

知的資本投入サイクルにおける具体的な取り組み

Honda SENSING Elite
（自動運転レベル3搭載）

外部環境認識
重要テーマ 投入資源 提供価値の質の向上・取り組みの質の向上

知的資本の保有状況・
外部動向分析を通じた

戦略の把握
知的資本投入サイクル

●オープン＆クローズ戦略による市場拡大と高収益実現
●模倣品等の知財権侵害に対する積極的な権利行使
●自社技術を広めるための標準化活動

価値創造ストーリー

知的資本の活用プロセス
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成長する企業にふさわしいリーダーの存在は不可欠です。実行力
だけでなく、時代に合わせてブレーキとアクセルを適切に操作できる
リーダーが求められます。指名委員会では、リーダーの条件を明確に
する議論を重ねています。その条件に合致する人物であれば、長期的
にリーダーを務めていただく判断もあるかと思います。変革を実行し、
新規事業を育てていくにはリーダーシップに継続性を持たせることも
必要です。
「Hondaらしさ」といわれる価値観のなかには、創業者の起業家精
神が根付いています。しかし、「第二の創業」というからには、自分た
ちで新たなHondaらしさを生み出していく挑戦も不可欠です。社外
取締役として、これからのHondaが実行する健全なリスクへの挑戦
を後押ししていきたいと考えています。

Hondaを担うリーダー像を明確にしていく

Hondaの経営に携わるリーダー一人ひとりに、おおいに夢を語って
もらうためにも、昨年度発足した報酬委員会では、リーダーの貢献を
多角的に評価する報酬制度の確立に向け、徹底した議論を行ってい
ます。昨年度はとりわけ、長期インセンティブの比重を高めた新たな
報酬体系の導入に取り組みました。それが今後、Hondaの企業価値
を高める原動力となるはずです。
企業経営において、他社と違うことは利益の源泉です。Hondaに
は、航空や宇宙など、まだ財務価値になっていない、いわゆる「“未”
財務価値」が新しい種としてたくさんあります。それらをステークホ
ルダーに適正に理解してもらいながらビジネスに育て上げていく。
Hondaが世界市場で圧倒的存在感を持ち続けるために、そんな環
境と発信力を高めていければと考えています。

未来志向の従業員を評価する報酬制度の確立へ

國 分  文 也
社外取締役

わたしがHondaの社外取締役に就くことを決めた理由は、個人的
にHondaという会社に興味があったからです。わたしは若い頃Honda
のクルマに衝撃を受けた一人です。その後、時代を経て「最近の
Hondaは普通の会社になりかけているのでは」と感じた時期もありま
したが、新しい体制のもと、経営の強いリーダーシップで、EV（電気自
動車）・FCV （燃料電池自動車）シフトを決断し、自前技術主義から積
極的な社外連携にも乗り出そうとしています。「ここから先が面白そう
だ」という、さらなる成長への期待をおおいに感じているところです。

Hondaの進化を見届けたい。挑戦的な経営に期待する

Hondaは二輪、四輪、パワープロダクツ、航空と、事業を確立してき
ましたが、事業の枠を超えてアセットを掛けあわせることで爆発的な
成長が期待できます。クルマから宇宙までこれだけ豊富なアセットを
有する企業は少なく、ポテンシャルの高さは抜きんでています。その起
爆剤となり得るのが、これからのHondaが仕掛ける知的な戦いです。
ここで外してはならないのは、ミレニアル世代、Z世代の取り込みと、
「マーケットイン」の発想でユーザーが本当に求める製品をつくり出
すことです。従来型の「選択と集中」の経営ではなく、「掛けあわせ」に
よる経営を通じて、Hondaはいままでとまったく異なる次元のステー
ジへ成長できると思います。

「掛けあわせ」の経営で、爆発的な成長を生み出せる

東  和 浩
社外取締役

「Hondaの製品には魂が入っている」。そう語られる企業は、数少
ないと思います。自動車産業は変革期に突入していますが、独創的
な技術開発を得意とするHondaにとってチャンスです。2022年度
は事業開発本部が発足し、新しいクルマづくりを加速させています。 
多様なモビリティを育ててきたHondaですから、わたしたち社外取締
役も「次は何を生み出すのだろう?」とワクワクする局面がたびたびあ
ります。Hondaに関わる株主・顧客・従業員に対して、これからも「夢
を正直に語れる企業」であるために、いますべきことを議論するととも
に、執行側が迅速に行動するために必要な権限の委譲とモニタリン
グを行うのが取締役会であり、執行側の背中を押すのが社外取締役
の役割だと考えています。

「夢を正直に語れる企業」であり続けるために

変革期にあるHondaに必要なのは、多様性と柔軟性です。企業に
おいては既存事業をベースに組織が形成されますが、変革期には組
織を柔軟に再編し、人材や技術の多様性を広げることが重要です。
幸いHondaでは、創業者の築いた「Hondaフィロソフィー」が従業
員に浸透しています。カーボンニュートラル・安全・サステナビリティと
いった社会的要請は、むしろHondaが率先して取り組んできた領域
であり、その大義のもとに一致団結しやすい企業風土が醸成されて
います。ただし、変革はスピードが不可欠です。早く行動し、たとえ失

早く行動し、失敗しても次の挑戦や改善へつなげる
スピード感ある改革を

小 川  陽 一 郎
社外取締役

三部社長が宣言したEV・FCV化を軸とする「第二の創業」で、

Hondaの進む方向性は明確に示されました。次なる課題はその道筋
です。巨大な組織と事業を継続しながら、新たなものを生み出してい
くには、ときには経済面のマイナスや痛みを生じる決断も覚悟しなけ
ればなりません。目標に向けてマイルストーンをどう定め、どう突き進
んでいくか。ブレのない力強いリーダーシップが求められています。そ
のカギとなるのは「共感」です。世の中に役立つ技術を生み出してい
くことがHonda従業員の矜持であり、成長エネルギーの源泉です。
改革のスピードは必須ですが、経営陣の独りよがりになってはいけな
い。従業員の納得を得るプロセスをしっかり踏んで、内側から意識改
革や行動変容を起こしていくことが肝要です。

社内外に「共感」を広げる力強いリーダーシップを

さらには、この「共感」を社内にとどめず、ステークホルダーや協業
する異業種にまで及ぼしていくべきです。そうすることでHondaは、と
てつもないパワーを集結できるはずです。Hondaの強みは「独創性」
にありますが、変化のスピードが速い現代、技術力など自らのリソー
スだけに固執していると変革が失速しかねません。技術や投資人材
を外から積極的に取り入れて、Hondaを中心としたエコシステムを
構築していくことが不可欠です。すでにソニーとの協業や、GMとの提
携が結ばれ、ESG債（グリーンボンド）発行が始まり、その歩は着実に
進みつつあります。

Hondaを中心としたエコシステムを構築する

監査委員会では、経営の健全性および効率性の向上といった観点
から、内部統制領域および組織再編を含めた事業領域について、監査
を行っています。その対象は、執行側の権限と責任を明確にしたガバ
ナンスや、サプライチェーンを含めた児童労働や強制労働などの人権
問題、人材育成、コンプライアンスといった、「ESG経営」にまでおよび
ます。Hondaが指名委員会等設置会社へ移行したのは、正しく確実に
改革を進めていく強い意思表示だと我々は受け止めています。経営や
事業における核となるのは、Hondaフィロソフィーの「人間尊重」です。
ここから目をそらさず、正しいことを正しく実行していくことで、Honda

はさらに飛躍的な成長を遂げるものと、わたしは確信しています。

「人間尊重」を軸にした正しいガバナンスを求める

各委員会を率いる社外取締役に、ガバナンスの実効性やHondaの強み、各委員会の取り組みなどについてうかがいました。

指名委員会委員長

報酬委員会委員長

監査委員会委員長

敗しても、次の挑戦や改善に向けて取り組んでいくスピード感と実行
力は、これからのHondaが強化していくべき部分です。

ガバナンス　～社外取締役メッセージ～
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第 4章　価値創造を支える取り組み
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第 3章　価値創造戦略

竹 内  弘 平

取締役　代表執行役副社長
最高財務責任者

資源の適切な配分を通じて、
事業ポートフォリオの変革を加速させ、
企業価値向上を実現します

「存在を期待される企業」で
あり続けるために

Hondaは、「世界中の一人ひとりの『移動』と『暮らし』の進化を
リードする」ことで、「すべての人に生活の可能性を拡げる喜びを提
供する」ことを2030年ビジョンとして掲げ、実現に向けた取り組みを
進めています。具体的には、「カーボンニュートラル」、「交通事故死者
ゼロ」の実現をめざすとともに、サービス・ソリューション志向のモビリ
ティカンパニーへと変革するべく、ハードとソフト、サービスの融合でさ
らに提供価値を高めていくことにチャレンジします。デジタル技術の
進化などにより、社会が大きく変化するなかで、お客様のニーズに応
じた新しい価値を生み出し提供することが、Hondaが「存在を期待さ
れる企業」であり続けるために必要なことと考えています。

「人」そして「社会」の役に立つ

そのためには、「カーボンニュートラル」に向けた電動化を加速させ
るとともに、これまでの製品の開発・製造・販売を軸に展開してきた

ハード売り切り型のビジネスからの変革が必要です。Hondaがめざ
すのは、お客様、つまり人を軸とした、人につながるビジネスへの進化
です。それは、ハードを売ることに加えて、お客様にさまざまなサービ
スや価値を提供し続けるビジネスに進化することを意味します。また
これは、創業以来持ち続けている、「人の役に立ちたい」「生活の可
能性を拡げたい」という想いの拡大につながるものです。

2030年以降は、この方向性を進化させ、価値提供の範囲を「人」
から「社会システム全体」に拡大します。モビリティを通じた複合型ソ
リューションを提供し、より大きな社会課題の解決に貢献するととも
に、Honda eVTOL、Hondaアバターロボット、宇宙領域へのチャレン
ジを通じて、お客様に時間や空間の制限に縛られない新たな価値を
提供することをめざします。
いずれも、これまでの価値観やビジネス形態に大きな変化を生じさ
せるものですが、Hondaは、これまで培ってきたHondaの強みを最大
限に活用することで、事業ポートフォリオの変革を実行します。そして、
お客様へ新たな価値を提供することで、「存在を期待される企業」で
あり続けてまいります。

事業ポートフォリオの変革を実現するリソースマネジメント

環境／安全への投資 新たな成長への仕込み事業体質の強化 資金調達

資源投入

資源配分

将来投資原資 （2031年度以降）

株主還元

研究開発費
設備投資

原資

資源配分計画（2021年度～2030年度） *金融事業を除く

電動化／ソフトウェア領域 約5兆円
新たな成長への仕込み 約1兆円

原資創出
事業体質の強化

ネットキャッシュ 2.4兆円（2021年度末）

2025年度ROS

7%以上

経営数値目標

原資創出

変革を支える「事業体質の強化」
こうした「事業ポートフォリオの変革」実現のために、Hondaはこれ
まで「事業体質の強化」に全社一丸となって取り組んできました。とく
に、四輪事業は、「Honda アーキテクチャー」の導入や「生産能力の
適正化」などの取り組みを実行し、収益体質は確実に改善してきてい
ます。
直近の実績である2021年度においては、収益性を示す全社ROS

は6.0%と、新型コロナウイルス感染拡大前となる2018年度4.6%と
比較して、1.4ポイント改善しています。2021年度は、コロナ禍や半導
体不足といった厳しい事業環境下で、四輪車のグループ販売台数が
約8割に落ち込むなかではありましたが、これまでの「事業体質の強
化」に向けた取り組みと、すべての事業、すべての地域において固定
費を中心に費用の削減に取り組んだ成果であり、構造的に利益創出
の力が付いてきたものと捉えています。
新型コロナウイルス感染拡大や地政学的リスクの顕在化など、依
然として先行きが不透明な事業環境ではあるものの、これまで構築
した体質をさらに強化することで、2025年度においては、以前から中
長期的な目標として掲げていたROS7%以上の達成を見込んでおり

ます。また、2021年度末の事業会社におけるネットキャッシュ残高は、

2.4兆円と事業環境が厳しいなかでも健全な水準を確保しており、事
業ポートフォリオの変革に必要な投資原資を生み出す財務基盤が構
築できたと確信しております。

業績推移

（億円）
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2025年度
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8,7128,712

6,6026,6026,3366,336
7,2637,263

6,1356,135

4,7064,706

3,0383,038

6,7816,781
7%以上7%以上

6.0%6.0%
5.0%5.0%

4.2%4.2%
4.6%4.6%

営業利益：左軸 フリー・キャッシュ・フロー（金融事業を除く）：左軸
営業利益率（ROS）：右軸

事業ポートフォリオ変革の方向性

 変革を支える財務基盤と資源投入

CFOメッセージ

人材への
取り組み

価値創造
ストーリー

CFO
メッセージ

TCFD提言
への対応

知的資本への
取り組み

社外取締役
メッセージ
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個人投資家向けIR オンライン説明会配信のご案内
このたび個人投資家の皆さまに、Hondaへのご理解を深めていただく機会として、個人投資家向けIR説明会
をオンラインにて配信いたします。
配信開始後は、いつでもご視聴可能ですので、ぜひご覧ください。

※ QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

本アンケートに関するお問い合わせは「Honda株主優待係」まで  0120-335-312
（通話料無料）（平日9：00〜17：00 土･日･祝日を除く）

WEBアンケートへのご回答のお願い (全16問、所要時間10分)
株主の皆さまのご意向を把握し、今後の企画・運営の参考とさせていただきたく、ご協力をお願いいたします。

アクセスは
こちら➡

アンケートサイトには、右記のQRコードまたは
以下のURLよりお入りください。

https://www.net-research.jp/1152869/

ご回答期限：2022年12月28日（水）23:59
ご回答いただいた方の中から、

抽選で100名さまに クオカード1,000円分 を贈呈いたします。
※当選者の発表は発送をもって代えさせていただきます。（2月中旬発送予定)

ご視聴可能日：2022年12月27日（火）以降(予定）※

※配信状況により、予定日時より遅れる可能性がございます。

アクセスは
こちら➡

Honda HP “個人投資家の皆さまへ”からご視聴いただけます。
もしくは下記URLへアクセスをお願いいたします。

https://www.honda.co.jp/investors/individuals.html

ご視聴方法
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発行済株式の総数 1,811,428,430 株
株 主 数 201,983 名

株式の状況

氏名または名称 持株数（千株） 出資比率（％）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 267,935 15.73
モックスレイ・アンド・カンパニー・エルエルシー 116,792 6.86
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 115,993 6.81
明治安田生命保険相互会社 51,199 3.01
エスエスビーティシー クライアント オムニバス アカウント 44,764 2.63
東京海上日動火災保険株式会社 35,461 2.08
ステート ストリート バンク ウェスト クライアント トリーティー 505234 29,316 1.72
日本生命保険相互会社 28,666 1.68
ジェーピー モルガン チェース バンク 385781 23,043 1.35
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 20,789 1.22

（注）	1．株数は千株未満を切り捨てて表示しております。
	2．出資比率は、発行済株式の総数から自己株式（107,776千株）を控除して算出しております。
	3．モックスレイ・アンド・カンパニー・エルエルシーは、ADR（米国預託証券）の預託機関であるジェーピー モルガン チェース バンクの株式名義人です。

株式の所有者別分布状況

大株主

■ 個人・その他	 8.51％
■ 金融機関	 36.45%
■ 証券会社	 3.32％
■ その他国内法人	 6.34％
■ 外国人	 39.43%
■ 自己名義	 5.95%
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会社概要／株式の状況 （2022年9月30日現在）

社 　 　 　 名 本田技研工業株式会社
英 文 社 名 HONDA MOTOR CO., LTD.
本 　 　 　 社 東京都港区南青山二丁目1番1号（〒107-8556）

設 立 年 月 日 1948年（昭和23年）9月24日
資 　 本 　 金 86,067,161,855円
主 な 製 品 二輪車・四輪車・パワープロダクツ

会社概要

株主さまの口座がある証券会社等にお申し出ください。
※特別口座に株式が記録されている場合は、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社にお申し出ください。

住所変更、配当金のお受け取り方法の
指定・変更、単元未満株式の買取・買増

未払配当金の支払

公 告 方 法 電子公告により行います。
ただし、事故その他、やむを得ない事由により
電子公告による公告をすることができない場合
は、東京都において発行する日本経済新聞に
掲載して行います。

〔公告掲載 URL〕
https://www.honda.co.jp/investors/
library/notice.html

証 券 コ ー ド 7267

事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年6月
基 準 日 定 時 株 主 総 会　毎年３月31日

期 末 配 当　毎年３月31日
中 間 配 当　毎年９月30日

上場証券取引所 国内：東京証券取引所
海外：ニューヨーク証券取引所

単 元 株 式 数 100株
株主名簿管理人および
特 別 口 座 管 理 機 関

東京都千代田区丸の内一丁目 4 番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

郵 便 物 送 付 先 〒 137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

（ 電 話 照 会 先 ） 0120-232-711（通話料無料）

株式事務のご案内

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社にお申し出ください。
　　0120-232-711（通話料無料）
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本田技研工業株式会社
発行　経理財務統括部　財務部
〒107-8556  東京都港区南青山 2-1-1
https://www.honda.co.jp

証券コード：7267
株主通信 No.195

表紙： 電動化を中心としたカーボンニュートラル実現への取り組み

株主通信
2022年度  第2 四半期
2022年7月1日 ▲ 2022年9月30日
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